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は じ め に 

社会教育調査は、社会教育行政に必要な社会教育に関する事項を明ら
かにすることを目的として文部科学省が約３年ごとに実施している調査
です。調査の結果は生涯学習・社会教育の基盤整備のための種々の施策
を講じる上での貴重な資料となることはもとより、社会教育関係者を始
め、広く一般に活用されております。 

本調査の趣旨を御理解いただき、調査の実施に御協力くださいますよ
うお願い申し上げます。  



  ⅠⅠ  調調査査のの概概要要   

 
この調査は、統計法に基づく基幹統計調査として実施するものです。 

 
１ 調査の目的 

この調査は、社会教育行政に必要な社会教育に関する基本的事項を明らかにすることを
目的としています。 

 
２ 基幹統計調査 

基幹統計調査とは、国が実施する重要な調査で、統計法により次のように定められています。 

(1) 調査票の報告を求められた者（報告義務者）は、必ず、調査票に所定の事項を入力（記入）し、
定められた方法で報告しなければなりません。報告を怠ったり、虚偽の報告をした場合には罰則の
適用を受けることがあります。 

(2) 調査票は原則として「統計の作成」以外に使用しません。文部科学省、都道府県及び市町村の関
係職員が調査票を一般に閲覧させることはありません。 

 
３ 調査の範囲 

調査の範囲は、以下のとおりです。 
(1) 社会教育行政調査票（３－１）（３－２） 

調査の範囲は、都道府県教育委員会及び市町村教育委員会（特別区教育委員会、教育事
務組合、広域連合及び共同設置の教育委員会を含む。以下同じ。）及び都道府県教育委員
会が所管する生涯学習又は社会教育の振興を目的として設置されている一般社団法人・
一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人とします。 

(2) 社会教育行政調査票（３－３） 

調査の範囲は、都道府県知事部局（支庁及び地方事務所を含む。）、市町村長部局（支

所又は出張所を含む。）及びその附属機関・施設（以下、部局等という。）における社会

教育関連事業（生涯学習の振興に資する事業）とします。 

なお、部局等からは学校教育法に基づく学校（専修学校及び各種学校を含む。）並びに

職業能力開発促進法に基づく公共職業能力開発施設を除きます。 
 

４ 調査の期日 
調査の期日は、令和６年 10 月１日現在とします。ただし、事業実施状況等については、

令和５年度間(令和５年４月１日から令和６年３月 31 日までの１年間｡以下同じ｡)としま
す。 
 

５ 報告義務者 
調査の報告義務者は、都道府県及び市町村の教育委員会（特別区、教育事務組合、広域連

合及び共同設置の教育委員会を含む。）です。 
 

６ 調査結果の利用 
この調査の結果は、次のように利用されます。 

(1) 社会教育行政上必要な施策の検討・立案及び法案検討のための基礎資料 

(2) 教育委員会における利用 

(3) 各種行政資料 

(4) 大学等における学術研究のための基礎資料 

 
７ 調査結果の公表 

この調査の結果は、「社会教育統計中間報告（社会教育調査の結果中間報告）」及び「社会教育統計（社

会教育調査報告）」として文部科学省のホームページにおいて公表します。 
 

◎ 本年度調査の変更点 
  ・学級講座の受講者生数から男女別の欄を廃止 
  ・報告書冊子作成の取りやめ 
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ⅡⅡ 政政府府統統計計オオンンラライインン調調査査シシスステテムムのの概概要要

調査票は、「政府統計オンライン調査システム」を利用して作成し、教育委員会の定め
る期日までにデータを送信することにより提出してください。 

なお、本システムを利用した提出が困難な場合は、配布した調査票（紙）を提出してく
ださい。 

１ 政府統計オンライン調査システムによる調査票の作成・提出について 
（１） 政府統計オンライン調査システムの概要

政府統計オンライン調査システムは、政府が行う統計調査について、インターネットを
利用して調査に回答することができるシステムです。 

本システムは、「調査対象者 ID」「パスワード」による認証機能及び送受信の自動暗号
化機能によりセキュリティ対策を施した安全性の高いシステムです。 

政府統計オンライン調査システムの概念図 

調査対象者 オンライン調査システム 調査実施機関
・経由機関

ログイン

電子調査票取得

電子調査票記入

回答データ送信

受付番号取得

回答データ修正

ログイン

受付状況確認

回答データ確認回答データ格納

回答データ等取得

（２） 政府統計オンライン調査システム利用のメリット
①調査事務作業の合理化

紙の調査票への転記や郵送作業が不要です。
②入力漏れや誤入力の自動チェック

自動審査機能により、入力漏れや誤入力を防ぐことができます。
③調査票提出後の教育委員会からの確認や修正依頼の減

システムの自動審査による入力漏れや誤入力の減により、調査票を提出した後の問合
せや修正依頼が減ります。 

（３） 政府統計オンライン調査システムの稼働日
令和６年 10 月１日（火）より、システムでの入力が可能となります。
なお、土・日・祝日についても、終日利用することができますが、システムのメンテ

ナンスを行っている場合は利用できないことがあります。

Ⅱ

Ⅰ
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ⅢⅢ 調調査査票票のの提提出出ににつついいてて

１ 政府統計オンライン調査システムによる調査票の提出方法 
政府統計オンライン調査システムによる調査票提出の流れは下記のとおりです。詳し

くは「Ⅴ 政府統計オンライン調査システムの利用方法」を御参照ください。 

２ 提出期日 
都道府県教育委員会
令和６年 12 月 10 日（火）までに、政府統計オンライン調査システムで回答を送信し

てください。 
紙の調査票を提出する場合は、記入した紙の調査票１部を文部科学省に提出してく

ださい。 
市町村教育委員会
都道府県教育委員会が指定する提出期限までに、政府統計オンライン調査システム

で回答を送信してください。 
紙の調査票を提出する場合は、記入した紙の調査票２部を都道府県教育委員会に提

出してください。 

３ 問合せ先 
（１）調査内容に関すること

①都道府県教育委員会…文部科学省総合教育政策局参事官（調査企画担当）付専門調査係
②市町村教育委員会……調査票等を配布した都道府県教育委員会 

（２）政府統計共同利用システム（オンライン調査システム）に関すること
問合せ先…オンライン調査ヘルプデスク

電話：050-3504-1560 
電子メール : mext_onlinehelpdesk@imagination.co.jp 

問合せ時間 … 土・日・祝日を除く 8:30～12:00、13:00～18:15 

１１ ２２ ３３ ４４ ５５
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ⅣⅣ 調調査査票票のの作作成成ににつついいてて

社会教育行政調査（３－１）（３－２） 

  １ 教育委員会名

２ 教育長氏名

３ 取扱者氏名 

４ 教育委員会事務局の社会教育関係職員数 
当該教育委員会事務局（教育事務所を含む。）の職員として発令されている者のうち、

社会教育関係の職員について、次の区分ごとに男女別に入力してください。 
ただし、部長以上の職にある者、休職中・停職中の者、委託による清掃・警備・販売等

に従事する者及びボランティアは除きます。 

○○ 社社会会教教育育担担当当：：社会教育に関連した諸事務を主として行っている職員（但し、社会体育
を担当している職員を除く）。 

○○ 社社会会体体育育担担当当：：社会体育に関連した諸事務を主として行っている職員。

○○ 社社会会教教育育・・社社会会体体育育担担当当：：上記のいずれも担当していて、どちらが主たる業務か判別
できない者。 

■社会教育法（抄）

第五条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方

の必要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。 

一 社会教育に必要な援助を行うこと。 

二 社会教育委員の委嘱に関すること。 

三 公民館の設置及び管理に関すること。 

四 所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関す

ること。 

五 所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。 

六 講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの

奨励に関すること。 

七 家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家

庭教育に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。 

八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関す

ること。 

九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 

十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知

識又は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこ

れらの奨励に関すること。 

十一 運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 

十二 音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。 

十三 主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条に規定する学齢児童

及び学齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教

育施設その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事業の実

施並びにその奨励に関すること。 

十四 青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験

活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。 

十五 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学校、社会教

育施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及

びその奨励に関すること。 

政府統計オンライン調査システムの連絡先情報 
で登録した情報が入力されています。 
誤りがある場合は修正してください。 
紙の調査票の場合は楷書で正確に記入してください。 

Ⅳ

Ⅲ
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■地方公務員法（抄） 
第二十二条の二 次に掲げる職員（以下この条において「会計年度任用職員」という。）

の採用は、第十七条の二第一項及び第二項の規定にかかわらず、競争試験又は選考に
よるものとする 

 
第二十二条の三 人事委員会を置く地方公共団体においては、任命権者は、人事委員会

規則で定めるところにより、常時勤務を要する職に欠員を生じた場合において、緊急
のとき、臨時の職に関するとき、又は採用候補者名簿（第二十一条の四第四項におい
て読み替えて準用する第二十一条第一項に規定する昇任候補者名簿を含む。）がない
ときは、人事委員会の承認を得て、六月を超えない期間で臨時的任用を行うことがで
きる。この場合において、任命権者は、人事委員会の承認を得て、当該臨時的任用を
六月を超えない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。 

十六 社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。 
十七 視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関す

ること。 
十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 
十九 その他第三条第一項の任務を達成するために必要な事務 

 
第六条 都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内

において、前条第一項各号の事務（同項第三号の事務を除く。）を行うほか、次の事務を
行う。 
一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し、必要な指導及び調査を行うこと。 
二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営、講習会の開催、資料の配布 

等に関すること。 
三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。 
四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 
五 その他法令によりその職務権限に属する事項 

○○  専専  任任：：常勤の職員として発令されている者。 
（地方公務員法第 22 条の３による臨時職を含む。） 

 
○○  兼兼  任任：：社会教育担当の課又は社会体育担当の課以外の常勤の職員で、兼任発令されて

いる者。（地方公務員法第 22 条の３による臨時職を含む。） 
 
○○  非非常常勤勤：：非常勤の職員として発令されている者。なお、常勤的に勤務しているパート職

員及び地方公務員法第 22 条の２による会計年度任用職員を含む。 
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５ 社会教育委員 

社社会会教教育育委委員員数数 
社会教育法第 15 条第１項及び第 18 条の規定に基づいて置かれた社会教育委員数（令和

６年 10 月１日現在の現員）を、次の①から⑤の別及び男女別に入力してください。 
 

①①  学学校校教教育育関関係係者者                          ②②  社社会会教教育育関関係係者者  
 
③③  家家庭庭教教育育のの向向上上にに資資すするる活活動動をを行行うう者者      ④④  学学識識経経験験者者  
 
⑤⑤  そそのの他他条条例例でで定定めめるる者者：：地域の実情に応じて①～④以外の者を委嘱した場合 

 
また、①から⑤のうち、社会教育法第 17 条第３項の規定により、当該市町村の教育委員

会から委嘱され、青少年教育に関する特定の事項についての指導助言をする社会教育委員
数について再掲してください（市町村教育委員会のみ入力し、都道府県教育委員会は空白）。 

 

○○  課課長長 
 

○○  課課長長欄欄のの「「ううちち社社会会教教育育主主事事のの資資格格をを有有すするる者者」」 
課長として発令され、併せて社会教育主事の資格を有する者。 

 
○○  課課長長欄欄のの「「ううちち発発令令者者」」 

課長として発令され、併せて社会教育主事の発令をされている者。 
 

○○  社社会会教教育育主主事事、、社社会会教教育育主主事事補補 
社会教育法第９条の２の規定に基づいて置かれた者。 
（課長欄の内数として記載する社会教育主事の発令者を含まない。） 

 
○○  派派遣遣社社会会教教育育主主事事 

都道府県教育委員会から市町村教育委員会に派遣された社会教育主事。 
 

○○  社社会会体体育育担担当当のの「「派派遣遣社社会会教教育育主主事事（（ススポポーーツツ））担担当当」」 
市町村におけるスポーツの振興を図るため、都道府県教育委員会から市町村教育委員会
に派遣された社会教育主事（スポーツ担当）。 
 

※ 「派遣社会教育主事」及び社会体育担当の「派遣社会教育主事（スポーツ）」につい
ては、派遣する都道府県においても入力します。 

 
○○  そそのの他他のの職職員員（（事事務務職職員員等等））    

事務職員、技術職員、労務職員等。 
 
○○  そそのの他他のの職職員員欄欄のの「「ううちち社社会会教教育育主主事事のの資資格格をを有有すするる者者」」 

事務職員、技術職員、労務職員等のうち社会教育主事の資格を有する者。  
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■社会教育法（抄） 
第十五条  都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 
２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 
第十七条 
３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に

関する特定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、
助言と指導を与えることができる。 

第十八条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な
事項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の委嘱
の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。  

 
■ 社会教育委員及び公民館運営審議会の委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって

参酌すべき基準を定める省令(抄) 
（社会教育委員の委嘱の基準を条例で定めるに当たって参酌すべき基準） 
第一条 社会教育法第十八条の文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の

関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から委嘱
することとする。 

社会教育委員の会議 
令和５年度間に開催した回数を入力してください。 

 
６ 社会教育関係指導員数 

教育委員会が委嘱している者の数を、令和６年 10 月１日現在の現員で入力してくださ
い。 

  
社社会会教教育育指指導導員員 

委嘱した社会教育の分野によって区分せず、実人数の総数を入力してください。 
  

ススポポーーツツ推推進進委委員員 
スポーツ基本法第 32 条の規定に基づいて置かれた者を入力してください（市町村教育

委員会のみ入力し、都道府県教育委員会は空白）。 
ただし、旧スポーツ振興法第 19 条の規定に基づいて置かれた「体育指導委員」はスポー

ツ基本法附則第４条により「スポーツ推進委員」とみなしますので、当該欄に計上してく
ださい。 

  
各各種種指指導導員員 

「(1)社会教育指導員」及び「(2)スポーツ推進委員」以外の指導員を入力してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  
○○  実実人人数数 

委嘱した指導員の実数を入力してください。 
 

○○  延延人人数数 
委嘱した社会教育の分野に基づいて、①から⑤の別及び男女別に入力してくださ

い。なお、同一人が複数の分野の指導員として委嘱されている場合は、それぞれの分
野に重複して計上してください。 

 
①①  青青少少年年教教育育関関係係        ②②  女女性性教教育育関関係係        ③③  家家庭庭教教育育関関係係 

④④  社社会会体体育育関関係係          ⑤⑤  そそのの他他 
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■スポーツ基本法（抄） 

第三十二条 市町村の教育委員会（特定地方公共団体にあつては、その長）は、当該市
町村におけるスポーツの推進に係る体制の整備を図るため、社会的信望があり、スポ
ーツに関する深い関心と理解を有し、及び次項に規定する職務を行うのに必要な熱意
と能力を持つ者の中から、スポーツ推進委員を委嘱するものとする。 

２ スポーツ推進委員は、当該市町村におけるスポーツの推進のため、教育委員会規則
（特定地方公共団体にあつては、地方公共団体の規則）の定めるところにより、スポ
ーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに、住民に対するスポーツの実技
の指導その他スポーツに関する指導及び助言を行うものとする。 

３ スポーツ推進委員は、非常勤とする。 
 
附則 
第四条 この法律の施行の際現に改正前のスポーツ振興法第十九条第一項の規定によ

り委嘱されている体育指導委員は、改正後のスポーツ基本法第三十二条第一項の規定
により委嘱されたスポーツ推進委員とみなす。 

■旧スポーツ振興法（抄）＜平成 23 年８月 24 日廃止（全部改正）＞ 
第十九条 市町村の教育委員会（特定地方公共団体にあつては、その長）は、社会的信

望があり、スポーツに関する深い関心と理解を持ち、及び次項に規定する職務を行う
のに必要な熱意と能力を持つ者の中から、体育指導委員を委嘱するものとする。 

２ 体育指導委員は、教育委員会規則（特定地方公共団体にあつては、地方公共団体の
規則）の定めるところにより、当該市町村におけるスポーツの振興のため、住民に対
し、スポーツの実技の指導その他スポーツに関する指導及び助言を行うものとする。 

３ 体育指導委員は、非常勤とする。 

７ 情報提供方法（令和５年度間、複数回答可） 
教育委員会における事業実施のため、一般の人々に対する情報提供方法について、該当

する番号を全て選択してください。 
 
  
１１    情情報報ネネッットトワワーークク（（ホホーームムペペーージジ、、メメーールルママガガジジンン、、ソソーーシシャャルルメメデディィアア）） 

データベースやホームページを構築したり、インターネットやメールマガジン等を 
活用した情報提供。 

 
２２    公公共共広広報報誌誌 

都道府県・市町村の広報誌等への掲載。 
 

３３    機機関関紙紙、、ポポススタターー、、パパンンフフレレッットト等等 
当該教育委員会等が独自に作成した機関紙への掲載、ポスター類の掲示やパンフレ 
ットの配布。 

 
４４    ママススメメデディィアア（（放放送送・・新新聞聞等等）） 

テレビ・ラジオ等の放送及び市販の新聞・雑誌への掲載（マスメディアによるイン
ターネットを通じた情報提供を含む）。 

 
５５    説説明明会会・・訪訪問問 

説明会の開催や、訪問による情報提供。 
 

６６    そそのの他他 
フリーダイヤル等による自動音声対応等上記以外の方法による情報提供。 
なお、面接や電話等の問合せによる職員の対応は除きます。 
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８ 教育委員会における社会教育関連事業の実施状況及び補助団体数（令和５年度間） 

当該教育委員会が、令和５年度間に主催又は共催した社会教育関連事業について、その
実施件数及び参加者（学級生・受講者）数等を入力してください。 

なお、事業（指導者研修、諸集会、社会教育学級・講座等）の実施件数は、開催回数や
日数にかかわりなく、単一の事業として計画し、実施したものを１件としてください。た
だし、同じ内容のものでも異なる時期に実施したものはそれぞれ１件としてください。 

また、参加者数は、各々の事業の一番多かった回の参加者数を計上してください。 
  

指指導導者者研研修修 
社会教育の指導者を対象として実施した研修の実施件数及び参加者数を対象別に入力し

てください。青少年一般、女性一般等を対象とするものは含めません。 
 

○○  行行政政職職員員対対象象（（社社会会教教育育主主事事等等）） 
 
○○  施施設設職職員員対対象象（（公公民民館館主主事事等等）） 
 
○○  有有志志指指導導者者対対象象（（民民間間団団体体等等のの指指導導者者）） 

  
諸諸集集会会 
希望者がそのつど任意に参加する学習形態で行われた集会について、「主催」・「共催」

別に「実施件数」及び「参加者数」を入力してください。 
なお、展示会・展覧会は除きます。 
（例）講習会、講演会、実習会、見学会、運動会、球技会、音楽会、演劇会、映画会。 
 

○○  主主  催催 
当該教育委員会が独自で企画し、実施したもの。 

 
○○  共共  催催 

当該教育委員会が他の機関・団体等と共同で実施したもの。 
なお、後援名義等の単なる名義貸しのものは除きます。 

 
開開設設場場所所別別学学級級・・講講座座数数（（件件数数、、 のの再再掲掲）） 
「(6) 社会教育学級・講座」の実施件数を、開設された場所により区分して入力してく

ださい。 
なお、開設場所が複数にわたる場合は、主に開設している方の場所にのみ入力してくだ

さい。 
 

 ○○  公公民民館館 
 

○○  他他のの社社会会教教育育施施設設：：公民館以外の図書館、博物館、青少年教育施設、女性教育施設、
社会体育施設、博物館類似施設、劇場、音楽堂等、生涯学習セ
ンターをいいます。 

○○  小小・・中中学学校校 
 

○○  そそのの他他 

  
民民間間社社会会教教育育事事業業者者ととのの連連携携・・協協力力のの状状況況（（ 及及びび のの再再掲掲）） 
「(2) 諸集会」及び「(6) 社会教育学級・講座」のうち、当該事業の企画・実施に当た

って、民間社会教育事業者にその全部又は一部を業務委託した件数（共催を含む。）を次
の区分ごとに入力してください。 
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○○  民民間間営営利利社社会会教教育育事事業業者者 
営利を目的として社会教育事業を行う企業や個人。 
（例）カルチャーセンター、アスレチッククラブ、語学学校など 

 
○○  民民間間非非営営利利社社会会教教育育事事業業者者 

一般社団法人・一般財団法人・公益社団法人・公益財団法人、NPO 法人、独立行政法人
及びその他の公益法人。 

 
補補助助団団体体数数 
当該教育委員会が令和５年度間に補助金を交付した生涯学習の振興に資する事業を行う

団体・グループ数を入力してください。 
なお、補助金の交付回数・種類にかかわらず、交付を受けた団体・グループの実団体数

を入力してください。 
 

社社会会教教育育学学級級・・講講座座 
令和５年度間に実施した、一定期間にわたって組織的、継続的に行われる社会教育学級

・講座の「実施件数」及び「学級生数及び受講者数」を「学習内容別」に入力してくださ
い。 

 
○○ 「「学学習習内内容容区区分分」」 

実施した各学級・講座を「学習内容別区分コード表」（15、16 ページに掲載）によっ
て学習内容別に区分してください。各区分別に調査票の学習内容別区分欄に「学習内容
別区分コード表」の「番号(アルファベット１文字と数字２桁）」を入力してください。 

電子調査票では、アルファベットと数字の間に「－（ハイフン）」を入力しないでく
ださい（例：「A-01」ではなく「A01」と入力）。 

なお、分野・学習内容が複数にわたる場合には、主たる事業目的によりどれか１つの
分野・学習内容に計上してください。 
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○○ 「「実実施施件件数数」」
 

 
◆◆  計計（（主主催催・・共共催催）） 

当該学習内容で実施した学級・講座の件数。 
 

◆◆  ううちち主主催催 
当該教育委員会が主催したものについて再掲。 

 
◆◆  ううちち知知事事（（首首長長））部部局局ととのの共共催催 

当該教育委員会が知事（首長）部局と共同で開設したものについて再掲。 
 

◆◆  ううちち 1177 時時以以降降 
17 時以降に開設したものについて再掲。 

 
◆◆  ううちち土土・・日日 

土曜日又は日曜日に開設したものについて再掲。 
◆◆  ううちち託託児児ササーービビススをを実実施施 

託児サービスを実施したものについて再掲。 

 
○○ 「「対対象象別別」」 

「実施件数」を下記の「対象別」に入力します。 
「対象別」の各項目の合計は「実施件数」の「計（主催・共催）」と一致します。 
 

◆◆  青青少少年年対対象象 
青少年を対象とする少年教室、青年学級・青年教室等。 

 
◆◆  成成人人一一般般対対象象 

成人一般を対象とする成人学級・成人学校・市民学校・生活学校・専門講座・夏期講座
・市民大学等 

 
◆◆  女女性性ののみみ対対象象 

女性のみを対象とする女性学級・女性講座・女性教室・女性大学等 
 

◆◆  高高齢齢者者ののみみ対対象象 
おおむね 60 歳以上の高齢者のみを対象とする高齢者教室・高齢者学級・高齢者大学・

老人大学等。 
 

◆◆  そそのの他他 
男性のみ、幼児と保護者など上記以外。複数が対象となっている場合を含みます。 

 
○○ 「「学学級級生生数数及及びび受受講講者者数数（（人人））」」 

「学級生数及び受講者数」を学習内容別に入力してください。 
 

○○ 「「計計」」 
実施した学級・講座の「実施件数(件）」及び「学級生数及び受講者数（人）」の合計（縦

計）を記入してください。 
電子調査票では自動計算されますので入力の必要はありません。 
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社会教育行政調査（３－３） 
 
１ 教育委員会名          政府統計オンライン調査システムの連絡先情報で登録した 

情報が入力されています。誤りがある場合は修正してくださ 
２ 取扱者氏名            い。紙の調査票の場合は楷書で正確に記入してください。 

 
３ 首長部局における事業実施状況（令和５年度間） 

当該首長部局が令和５年度間に主催・共催した事業について、その実施件数及び参加者
（学級生・受講者）数等を入力してください。 

事業の対象は、教育委員会を除く首長部局及びその附属機関が主催・共催した社会教育
関連事業（生涯学習の振興に資する事業）であり、外郭団体に実施・運営のみを委嘱（委
託）して実施したものも対象とします。ただし、「交通安全協会」等の外郭団体等がその
主催事業として実施したものは対象外とします。 

なお、事業（学級･講座、諸集会、指導者研修事業）の実施件数は、開催回数や日数にか
かわりなく、単一の事業として計画し、実施したものを１件とします。ただし、同じ内容
のものでも異なる時期に実施したものはそれぞれ１件とします。 

また、参加者数は、各々の事業の一番多かった回の参加者数を計上します。 
 

諸諸集集会会 
希望者がそのつど任意に参加する学習形態で行われた集会について、「主催」・「共催」

別にその事業内容別の「実施件数」及び「参加者数」を入力してください。 
なお、展示会・展覧会は除きます。 
（例）講習会、講演会、実習会、見学会、運動会、球技会、音楽会、演劇会、映画会等 
 

○○  主主  催催 
当該首長部局が独自で企画し、実施したもの。 

 
○○  共共  催催 

当該首長部局が他の機関・団体等と共同で実施したもの。 
なお、後援名義等の単なる名義貸しのものは除きます。 

 
指指導導者者研研修修事事業業（（令令和和５５年年度度間間）） 
当該部局等が令和５年度間に計画し、実施した行政職員・施設職員又は民間有志指導者

を対象とした指導者養成及び指導者研修事業について計上してください。 
なお、青少年一般や女性一般等を対象とする研修事業は含めません（事業の例示参照）。 

 
＜事業の例示＞ 

 
① 行政職員・施設職員を対象とするもの 

年金委員研修会、むらづくり運動指導者研修、農業改良普及員研修事業、保育所等

従事職員研修会、家庭奉仕員研修会、勤労青少年ホーム職員研修会、農業青年教育担

当者研究会議、歯科保健指導者講習会、看護職員研修、自然観察指導者講習会、栄養

士研修会等。 

② 民間有志指導者を対象とするもの 

少年リーダー養成研修、農村青少年クラブリーダー研修、勤労青少年クラブリーダ

ー研修、森林愛護少年団指導者研修会、蚕業青年クラブリーダー研修、勤労青少年福

祉推進者育成事業、青少年リーダー養成海外研修事業、青年農業士海外研修事業、青

少年リーダー国内研修事業、青少年健全育成推進員研修、子ども会育成指導者研修、

交通指導員研修、地域指導者養成講座、青少年健全育成民間有志指導者養成事業、交

通安全教育指導者育成事業、省エネルギー実践リーダー養成事業、交通安全クラブ指

導者講習会、家族計画指導者研修会、指導農業士研修事業、少年補導員研修、青少年

団体指導者研修、コミュニティーリーダー研修会、朗読奉仕員養成講習、手話奉仕員

養成講習、点訳奉仕員養成研修、女性指導者（リーダー）研修会、消費者リーダー養

成講習、交通安全女性団体指導者研修会、女性少年補導員研修、若年母子家庭指導者 
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補補助助団団体体数数 
当該部局等が令和５年度間に補助金を交付した生涯学習の振興に資する事業を行う団体

・グループ数を入力してください。 
なお、補助金の交付回数・種類にかかわらず、交付を受けた団体・グループの実団体数 
を入力してください。 

  
情情報報提提供供方方法法（（複複数数回回答答可可）） 
当該部局等における生涯学習の振興に資する事業を実施するため、一般の人々に対する 
情報提供方法について、該当する番号を全て選択してください。 
 

11  情情報報ネネッットトワワーークク（（ホホーームムペペーージジ、、メメーールルママガガジジンン、、ソソーーシシャャルルメメデディィアア）） 
データベースやホームページを構築したり、インターネットやメールマガジン等を活 
用した情報提供。 

 
22  公公共共広広報報誌誌 

都道府県・市町村の広報誌等への掲載。 
 

33  機機関関紙紙、、ポポススタターー、、パパンンフフレレッットト等等 
当該部局等が独自に作成した機関紙への掲載、ポスター類の掲示やパンフレットの配 
布。  

 
44  ママススメメデディィアア（（放放送送・・新新聞聞等等）） 

テレビ・ラジオ等の放送及び市販の新聞・雑誌への掲載（マスメディアによるイン
ターネットを通じた情報提供を含む）。 

 
55    説説明明会会・・訪訪問問 

説明会の開催や、訪問による情報提供。 
 

66    そそのの他他 
フリーダイヤルによる自動音声対応等上記以外の方法による情報提供。 
自動音声対応とは講座・研修の開催内容等を一方的に案内することによる情報提供を 
いいます。なお、面接や電話等の問合せによる職員の対応は除きます。 

 
学学級級・・講講座座をを実実施施ししたた関関連連施施設設数数 
令和５年度間に学級・講座を実施した附属機関・施設数について次の施設別に計上しま 
す。なお、同一施設を重複計上しないでください。 
 

○○  体体育育施施設設：：体育館・運動場・プール・キャンプ場等の体育施設。 
 

○○  青青少少年年施施設設：：青少年のために各種の研修等を行い、併せてその施設を青少年の利用 
に供することを目的とした青少年施設・児童文化センター等。 

 
○○  女女性性関関係係施施設設：：女性問題の指導者等のために各種の情報提供等を行い、併せてその 

施設を一般の利用に供することを目的とした女性会館・女性センタ 
ー等。 

 
○○  文文化化会会館館（（劇劇場場、、音音楽楽堂堂等等））：：音楽・芸術・舞踊等主として舞台芸術のための固定席

300 席以上のホールを持つ劇場、音楽堂、文化会館、公
会堂等。 

 
○○  そそのの他他のの関関連連施施設設：：上記以外の施設。 

研修、女性交通指導員研修、母子保健推進委員研修、女性リーダー国内（海外）研修

事業、食生活改善推進委員リーダー研修、老人交通安全推進員研修、民生委員研修、

明るい家庭づくりモデル地域代表者研修会等。 
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学学級級・・講講座座 

一定期間にわたって組織的、継続的に行われる学級・講座の「実施件数」及び「学級生
数及び受講者数」を「学習内容別」に入力してください。 

なお、複数の部局で共催した学級・講座については重複計上しないでください。 
 

○○「「学学習習内内容容区区分分」」 
実施した各学級・講座を「学習内容別区分コード表」（15、16 ページに掲載）によって

学習内容別に区分してください。各区分別に調査票の学習内容別区分欄に「学習内容別区
分表」の「番号(アルファベット（１文字）数字(２桁））」を入力してください。 

電子調査票では、アルファベットと数字の間に「－（ハイフン）」を入力しないでくだ
さい（例：「A-01」ではなく「A01」と入力）。 

なお、分野・学習内容が複数にわたる場合には、主たる事業目的によりどれか１つの分
野・学習内容に計上してください。 
 

○○「「実実施施件件数数」」
 

◆◆  計計（（主主催催・・共共催催）） 
当該学習内容で実施した学級・講座の実施件数の合計 

 
◆◆  ううちち主主催催 

「計（主催・共催）」のうち、主催したものについて再掲。 
 

◆◆  ううちち 1177 時時以以降降 
「計（主催・共催）」のうち 17 時以降に開設したものについて再掲。 

 
◆◆  ううちち土土・・日日 

「計（主催・共催）」のうち土曜日又は日曜日に開設したものについて再掲。 
 

◆◆  ううちち託託児児ササーービビススをを実実施施 
「計（主催・共催）」のうち託児サービスを実施したものについて再掲。 

        
○○「「対対象象別別」」 

「実施件数」を下記の「対象別」に入力します。 
「対象別」の各項目の合計は「実施件数」の「計（主催・共催）」と一致します。 
 

◆◆  青青少少年年対対象象：：青少年を対象とする少年教室、青年学級・青年教室等。 
 

◆◆  成成人人一一般般対対象象：：成人一般を対象とする成人学級・成人学校・市民学校・生活学校・専門 
講座・夏期講座・市民大学等。 

 
◆◆  女女性性ののみみ対対象象：：女性のみを対象とする女性学級・女性講座・女性教室・女性大学等。 

 
◆◆  高高齢齢者者ののみみ対対象象：：おおむね 60 歳以上の高齢者のみを対象とする高齢者教室・高齢者学 

級・高齢者大学・老人大学等。 
 

◆◆  そそのの他他：：男性のみ、幼児と保護者など上記以外の組み合わせで、複数が対象となって 
いる場合を含む。 

○○「「学学級級生生数数及及びび受受講講者者数数（（人人））」」 
参加者数（学級生数及び受講者数）は、各々の事業の一番多かった回の参加者数（学級

生数及び受講者数）を学習内容別に入力してください。 
○○「「計計」」 

実施した学級・講座の「実施件数(件）」及び「学級生数及び受講者数（人）」の合計
（縦計）を記入してください。 

電子調査票では自動計算されますので入力の必要はありません。 
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【学習内容別区分コード表】 
 
 
  

学 習 内 容 講 座 の 具 体 例

外外国国語語 英語、中国語、各種外国語、日本語 等

文文学学 詩、戯曲、小説、随筆、評論 等

歴歴史史 日本史、東洋史、西洋史、考古学、美術史 等

自自然然科科学学 物理学、化学、生物学、地球科学、天文学 等

映映画画鑑鑑賞賞 劇映画鑑賞、ドキュメンタリー映画鑑賞 等

芸芸術術鑑鑑賞賞（（音音楽楽・・演演劇劇等等）） 音楽鑑賞、演劇鑑賞、伝統文化鑑賞 等

そそのの他他

華華道道・・茶茶道道・・書書道道 華道、茶道、書道、ペン習字、ボールペン字 等

俳俳句句・・短短歌歌・・川川柳柳 俳句、短歌、川柳、漢詩 等

将将棋棋・・囲囲碁碁・・カカルルタタ 将棋、囲碁、カルタ 等

芸芸能能（（日日舞舞・・詩詩吟吟・・民民謡謡等等）） 日本舞踊、詩吟、民謡、漫才、落語 等

美美術術実実技技（（絵絵画画・・版版画画・・彫彫刻刻等等）） 絵画、版画、彫刻、絵手紙 等

工工作作・・模模型型 折り紙、ねんど、紙飛行機、竹とんぼ、竹細工、貝細工 等

写写真真・・ビビデデオオ デジタルカメラ、デジタル画像処理、ビデオ編集 等

そそのの他他

球球技技（（テテニニスス・・卓卓球球・・ババレレーーボボーールル・・ササッッカカーー等等）） テニス、卓球、バレーボール、サッカー 等

ラランンニニンンググ・・ウウォォーーキキンンググ ランニング、ジョギング、ウォーキング 等

水水泳泳 水泳、水中ウォーキング 等

武武道道（（柔柔道道・・剣剣道道等等）） 柔道、剣道、空手、合気道、少林寺拳法、太極拳 等

ゴゴルルフフ・・ススキキーー・・ススケケーートト ゴルフ、スキー、スノーボード、スケート 等

ハハイイキキンンググ・・登登山山 ハイキング、登山、山歩き 等

野野外外活活動動 野外体験、ウォークラリー、農業体験、キャンプ 等

そそのの他他

育育児児・・保保育育・・ししつつけけ 育児、保育、しつけ、家庭教育 等

くくららししのの知知恵恵・・技技術術 家庭法律、家計簿、手紙、テーブルマナー 等

読読書書・・読読みみ聞聞かかせせ 読書、読み聞かせ、紙芝居、朗読 等

生生活活体体験験・・異異年年齢齢交交流流 生活体験、通学合宿、セカンドスクール 等

健健康康・・生生活活習習慣慣病病予予防防・・薬薬品品 健康づくり、感染症対策、生活習慣病予防、医薬品 等

料料理理・・食食品品・・食食生生活活 料理、食品、食生活、食中毒予防、食品添加物 等

年年中中行行事事・・冠冠婚婚葬葬祭祭 年中行事、冠婚葬祭におけるしきたり 等

介介護護・・看看護護 介護、看護 等

生生活活設設計計・・ラライイフフププラランン 生活設計、ライフプラン 等

安安全全・・災災害害対対策策 家庭での災害対策、家庭での防犯対策 等

洋洋裁裁・・和和裁裁・・編編みみ物物・・着着付付けけ 洋裁、和裁、編み物、着付け 等

そそのの他他

分 野 番 号

自自然然観観察察・・天天体体観観測測
バードウォッチング、磯辺の観察、昆虫観察、植物観察、地
層観察、天体観測、星座観察 等

体体操操・・トトレレーーニニンンググ・・ヨヨガガ・・エエアアロロビビククスス
体操、トレーニング、ヨガ、エアロビクス、竹踏み、スト
レッチ、ピラティス、各種健康体操 等

パパソソココンン・・IITT
IT入門、パソコン基礎、インターネット入門、スマートフォ
ン・タブレット活用 等

音音楽楽実実技技((合合唱唱・・演演奏奏・・演演劇劇等等））
器楽演奏（ギター、ウクレレ、ピアノ、吹奏楽、大正琴
等）、コーラス、カラオケ、ミュージカル 等

手手工工芸芸・・陶陶芸芸
陶芸、染色、アートフラワー、革細工、ステンドグラス、
パッチワーク、刺繍、七宝焼 等

ダダンンスス・・舞舞踊踊
社交ダンス、ジャズダンス、ヒップホップ、フラメンコ、フ
ラダンス 等

家
庭
教
育
・
家
庭
生
活

教
　
養
　
の
　
向
　
上

趣
味
・
け
い
こ
ご
と

体
育
・
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ

ン

園園芸芸((ガガーーデデニニンンググ・・盆盆栽栽等等））
園芸、ガーデニング、盆栽、ハーブ栽培、箱庭づくり、家庭
菜園 等

ニニュューーススポポーーツツ
ゲートボール、ティーボール、ディスクゴルフ、スポーツ
チャンバラ、グラウンドゴルフ 等
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 学 習 内 容 講 座 の 具 体 例

農農業業水水産産技技術術 農業技術、酪農技術、漁業技術、遺伝子組換え技術 等

工工業業技技術術 電気技術、土木技術、建築技術、自動車整備 等

経経営営・・経経理理・・事事務務管管理理 企業経営、事務管理、起業 等

編編集集・・制制作作 編集技術、イラストデザイン、レタリング 等

そそのの他他

国国際際理理解解・・国国際際情情勢勢問問題題 国際理解、国際情勢 等

科科学学技技術術・・情情報報化化 情報化社会、科学技術 等

男男女女共共同同参参画画・・女女性性問問題題 男女共同参画、女性の活躍促進 等

障障害害者者 手話学習、点字学習、障害者理解 等

同同和和問問題題・・人人権権問問題題 同和教育、人権教育 等

教教育育問問題題 いじめ、不登校、暴力 等

消消費費者者問問題題 消費者教育、食の安全・安心、悪質商法、多重債務 等

地地域域・・郷郷土土のの理理解解 郷土史、地域学、地域自然誌、地域の産業、郷土芸能 等

ままちちづづくくりり・・住住民民参参加加 まちづくり、住民参加 等

ボボラランンテティィアア活活動動・・NNPPOO ボランティア活動、NPO活動 等

自自治治体体行行政政・・経経営営 自治体行政、自治体経営 等

地地域域防防災災対対策策・・安安全全 防災訓練、防犯訓練、交通安全、救急救命 等

そそのの他他

施施設設ボボラランンテティィアア養養成成 施設ボランティア養成 等

団団体体育育成成・・運運営営技技術術 子ども会運営研修、サークル運営研修 等

そそのの他他

分 野 番 号

ココンンピピュューータタ・・情情報報処処理理技技術術
ワープロ、表計算、ホームページ作成、ネットワーク管理、
コンピュータグラフィック、データベース、デジタル音楽 等

メディアリテラシー、インターネットリテラシー、SNS活用、
著作権 等

情情報報リリテテララシシーー

職
業
知
識
・
技
術
の
向
上

自自然然保保護護・・環環境境問問題題・・公公害害問問題題

そ
の
他

そそのの他他

自然保護、環境問題、公害問題、資源・エネルギー問題、食
糧問題 等

指
導
者
養
成

各各種種リリーーダダーー養養成成
子ども会指導者研修、コミュニティリーダー養成、居場所
コーディネータ養成、地域学校協同活動推進員養成、家庭教
育支援員養成 等

市
民
意
識
・
社
会
連
帯
意
識

高高齢齢化化・・少少子子化化
高齢化社会、少子化社会、人口減少社会、高齢者福祉、年金
等
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令 和 ６ 年 度　 社 会 教 育 調 査

㊙

※ 該当する番号を○で囲み，必要な場合は数値等を記入してください。

１１　　教教育育委委員員会会名名 ２２　　教教育育長長氏氏名名

（℡ － － ）

４４　　教教育育委委員員会会事事務務局局のの社社会会教教育育関関係係職職員員数数（（人人））

課　長 社会教育 社会教育 派遣社会 その他の職員

区　 　分 主　　事 主 事 補 教育主事 (事務職員等）

社会教育担当 男

女

男

女

男

女

社会体育担当 男

女

男

女

男

女

社会教育・ 男

社会体育担当 女

男

女

男

女

※「社会教育主事」欄には、「課長」欄の内数として記載する社会教育主事数を含まない。

５５　　社社会会教教育育委委員員

(1) 社会教育委員数（人）

区　 　分 男 女

① 学校教育関係者

② 社会教育関係者

③ 家庭教育の向上に資する活動を行う者

④ 学識経験者

⑤ その他条例で定める者

(2) 社会教育委員の会議(令和５年度間の開催回数) 回

文　 　部　 　科　 学 省

非常勤

専　任

兼　任

非常勤

専　任

兼　任

①～⑤のうち，青少年に関する事項について指導助言する者

３３　　取取扱扱者者氏氏名名

うち社会教育主事
の資格を有する職
員

非常勤

（様式第 1 号）

統計法に基づく基幹統計調査 　　社社  　　会会  　　教教  　　育育  　　行行  　　政政  　　調調  　　査査  　　票票　　 （（３３－－１１））
令 和 ６ 年 10 月 １ 日 現 在

専　任

兼　任

うち　社会教育主事
の資格を有する者

うち発令者

（スポーツ）

（スポーツ）

□課長≧ うち社会教育主事の資

格を有する者≧ うち発令者

□課長欄の内数として記載する社会教

育主事を含まない。

□その他の職員（事務職員等）≧社会

教育主事の資格を有する職員

□地域の実情に応じて①～④以

外の者を委嘱した場合

□ (1)に数字があれば、(2)も数字有り

【調査票記入時の注意事項等】
※　調査票記入時は、下記の二重線で囲まれた事項を必ず確認してください。
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１

※教育委員会で記入します。

６６　　社社会会教教育育関関係係指指導導員員数数（（人人））

区　 　　分 男

　実人数

① 青少年教育関係

延 ②　女性教育関係

人 ③　家庭教育関係

数 ④　社会体育関係

⑤ その他

裏裏面面にに続続くく

文 部 科 　学　 　省

教育委員会番号

女

(1) 社会教育指導員

都道府県
番号

社社  　　会会  　　教教 育育  　　行行  　　政政 調調  　　査査  　　票票       （（３３－－１１））

(2) スポーツ推進委員

(3)各種指導員

（注）１． のような枠内には，数字を右詰めで記入すること。
例えば「35」は と記入します。

２．該当しない欄は空欄（無記入）とし，「０」は記入しない。
3 5

この調査は、統計法に基づく基幹統計を作成するために行う調査です。

この調査の対象となった団体・施設の方々には統計法に基づく報告の義務があり、報告の拒否や虚偽報告については罰則があります。

この調査の実施にあたっては、特に必要がある場合には、資料の提出のお願いや関係者の方々への質問を行うことがあります。

□スポーツ基本法第３２条の規定に基づ

いて置かれた者（旧スポーツ振興法第19
条の規定に基づく「体育指導委員」を含

む）

□都道府県教育委員会は空白。

社会教育委
員数①～⑤
の合計

≧

うち、青少年
に関する事
項について
指導助言す
る者

□都道府県教育委員会は空白

□「実人数」に数字があれば、

「延人数」も数字あり
実人数 ≦ 延人数
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７７　　情情報報提提供供方方法法（（令令和和５５年年度度間間，，複複数数回回答答可可））

１　情報ネットワーク（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ,ﾒ-ﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ,ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ）

２　公共広報誌

３　機関紙，ポスター，パンフレット等

８８　　教教育育委委員員会会ににおおけけるる社社会会教教育育関関連連事事業業のの実実施施状状況況及及びび補補助助団団体体数数（（令令和和５５年年度度間間））

(１) 指導者研修

区　 　分 実施件数(件)

行政職員対象（社会教育主事等）

施設職員対象（公民館主事等）

有志指導者対象（民間団体等の指導者）

（２） 諸集会

（３） 開設場所別学級・講座数（件数，(６)の再掲）

公民館／

他の社会教育施設／

小・中学校／

その他／

(４) 民間社会教育事業者との

連携・協力の状況 区　　分

 （(２)及び(６)の再掲） 営　　利

非　営　利

(５) 補助団体数

区　　分 実施件数(件) 参加者数（人）

主　　催

共　　催

件

件

件

件

□ （６）の実施件数の学習内容
別の「計」 ＝ 「公民館」＋「他
の社会教育施設」＋「小・中学
校」＋「その他」
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４　マスメディア（放送・新聞等）

５　説明会・訪問

６　その他

学級・講座（件） 諸集会（件）

団体

参加者数（人）

参加者数（人）

□ 「実施件数」に数字があれば、「参加者数」も数字あり

□ 「実施件数」に数字があれば、「参加者数」も数字あり

□ 「（２）の実施件数」の合計 ≧ 「（４）の諸集会」の合計
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（様式第 1 号） 　令 和 ６ 年 度　 社 会 教 育 調 査

㊙ 社社  　　会会  　　教教  　　育育  　　行行  　　政政  　　調調  　　査査
令 和 ６ 年 10 月 １ 日 現 在

※ 該当する項目に数値等を記入してください。

１１　　教教育育委委員員会会名名 ２２　　教教育育長長氏氏名名

（℡

８８　　教教育育委委員員会会ににおおけけるる社社会会教教育育関関連連事事業業のの実実施施状状況況及及びび補補助助団団体体数数（（令令和和５５年年度度間間））

(６） 社会教育学級・講座

実　施　件　数（件）

01 －

02 －

03 －

04 －

05 －

06 －

07 －

08 －

09 －

10 －

11 －

12 －

13 －

14 －

15 －

16 －

17 －

18 －

19 －

20 －

21 －

72 －

73 －

74 －

75 －

76 －

77 －

78 －

79 －

80 －

99

統計法に基づく基幹統計調査

区　 　分 計
（主催・共

催）
うち主催

うち知事
（首長）部
局との共催

文 部 科 学　　　　　省

学

習

内

容

区

分

青少年対象
うち17時以降 うち土・日

うち託児
サービスを

実施

計

□ 実施件数の「計」＝「対象別」の合計

□「計」≧ 「うち主催」

□「計」≧ 「うち知事（首長）部局との共催」

□「計」≧ 「うち１７時以降」

□「計」≧ 「うち土・日」

□「計」≧ 「うち託児サービスを実施」

裏裏面面へへ
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    票票　　（（３３－－２２））

３３　　取取扱扱者者氏氏名名

－ － ）

学 級 生 数 及
び 受 講 者 数

（人）

文　　　　　部　　　　　科　　　　　学　　　　　省

対　象　別

成人一般対象 女性のみ対象 高齢者のみ対象 その他

□ 「実施件数」に数値があれば、「学級生数及び受講者数」も数値あり

□ 実施件数 ≦ 学級生数及び受講者数
□ 実施件数 ＝空白 の場合、

学級生数及び受講者数 ＝ 空白
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      令 和 ６ 年 度　 社 会 教 育 調 査

㊙ 社社  　　会会  　　教教  

（℡ －

３３　　首首長長部部局局ににおおけけるる事事業業実実施施状状況況((令令和和５５年年度度間間））

　(１)　諸集会　　 　(２)　指導者研修事業　　

実施件数(件)

主　　催

共　　催

　(３)　補助団体数

　(６)　学級・講座

実　施　件　数（件）

01 －

02 －

03 －

04 －

05 －

06 －

07 －

08 －

09 －

10 －

11 －

12 －

13 －

14 －

15 －

16 －

17 －

18 －

19 －

72 －

73 －

74 －

75 －

76 －

77 －

78 －

79 －

80 －

99

文　　　　　部　　　　　科　　　　　学　　　　　省

計

区　　分

区　　　　分 計
（主催・共催） うち主催 うち17時以降

参加者数（人）

うち土・日

学
　
習
　
内
　
容
　
区
　
分

（様式第 1 号）

統計法に基づく基幹統計調査

※　 該当する番号または記号を○で囲み，必要な場合は数値等を記入してください。

１１　　教教育育委委員員会会名名 ２２　　取取扱扱者者氏氏名名

うち託児サー
ビスを実施

□ 実施件数 ≦ 参加者数

□ 実施件数 ＝ 空白 の場合、
参加者数 ＝ 空白

□ 実施件数の「計」＝「対象別」の合計

□「計」 ≧ 「うち主催」

□「計」 ≧ 「うち１７時以降」

□「計」 ≧ 「うち土・日」

□「計」 ≧ 「うち託児サービスを実施」
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      令 和 ６ 年 度　 社 会 教 育 調 査

　　育育  　　行行  　　政政  　　調調  　　査査  　　票票　　（（３３－－３３））
令 和 ６ 年 10 月 １ 日 現 在

B

－ ） ※教育委員会で記入します。

　(２)　指導者研修事業　　 (４)　情報提供方法（複数回答可）

実施件数 件 (５)　学級・講座を実施した関連施設数

参加者数 人 ２　公共広報誌 体育施設 施設

３　機関紙，ポスター，パンフレット等 青少年施設 施設

　(３)　補助団体数 団体 ４　マスメディア(放送・新聞等) 女性関係施設 施設

５　説明会・訪問 文化会館 施設

６　その他　 その他の関連施設 施設

実　施　件　数（件）

文　　　　　部　　　　　科　　　　　学　　　　　省

対　象　別

青少年対象 成人一般対象

教育委員会番号
都道府県

番号

１　情報ネットワーク（ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ,ﾒ-ﾙﾏｶﾞｼﾞﾝ,ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ）

女性のみ対象 高齢者のみ対象 その他

学 級 生 数 及 び
受 講 者 数（人）

（注）１． のような枠内には，数字を右詰めで記入すること。
例えば「35」は と記入します。

２．該当しない欄は空欄（無記入）とし，「０」は記入しない。
3 5

□ 実施件数 ≦ 参加者数

□ 実施件数 ＝ 空白 の場合、参加者数 ＝ 空白

□ 実施件数 ≦ 学級生数及び受講者数
□ 実施件数 ＝空白 の場合、

学級生数及び受講者数 ＝ 空白

裏裏面面へへ

□ 「実施件数」に数値があれば、「学級生数及び受講者数」も数値あり
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＊利用環境
⚫ パソコン環境

OS ブラウザ 

Windows 11（※1） Firefox 124 
Google Chrome 123 
Microsoft Edge 122 Windows 10（※1） 

macOS  14.4 Safari 17 

（※1）「デスクトップモード」の場合に限ります。 

⚫ スマートフォン・タブレット環境

OS ブラウザ 

Android 13 Google Chrome 122 
iOS 17.4 Safari 17 

・「HTML 調査票」に限ります。Excel 調査票は、ご利用いただ

けません。

・上記 OS 及びブラウザを利用した場合であっても端末によっ

ては、一部動作に制約がある場合があります。その場合はパ

ソコンからのご利用をお願いいたします。

通信環境： 

⚫パソコン ・ブロードバンド環境を推奨します。

⚫スマートフォン・タブレット ・定額制サービス又は Wi-fi 環境での利用を推奨します。

※ 電子調査票のファイルサイズは、統計調査によって異なりますが、1ＭＢを超えるものもあります。

・通信状況の悪い環境下では、正しく動作しない場合があります。

推奨環境を満たしている場合にも関わらず、回答送信が行えない場合は、文部科学省ヘルプ
デスク（裏表紙参照）にお問い合わせください。 

＊準備するもの 
文部科学省または教育委員会から通知された調査対象者 ID 及びパスワード 

＊政府統計オンライン調査システムへの接続 
政府統計オンライン調査システムに接続するためには、インターネットに接続されているパ

ソコンが必要です。パソコンのインターネットブラウザを起動してアドレス欄に以下の URL を
入力し「Enter」キーを押すことによって接続することができます。

※ 次からの説明をよくお読みいただき、画面を参考に操作してください（操作画面イメージは、令和
６年度運用時とは若干異なる可能性があります）。

１１ ロロググイインン

（１） 本システム専用の URL（アドレス）をブラウザのアドレス欄に入力すると、下の画面が表
示されますので、「ログイン画面へ」をクリックします。

政府統計コード

調査対象者

パスワード

政府統計オンライン調査総合窓口 URL https://www.e-survey.go.jp 

ⅤⅤ 政政府府統統計計オオンンラライインン調調査査シシスステテムムのの利利用用方方法法

ククリリッックク

25



（２）ログイン画面が表示されます。「政府統計コード」に「 」、「調査対象者 ID」及び
「パスワード」には、文部科学省または教育委員会から通知された調査対象者 ID 及びパスワ
ードを入力し、「ログイン」ボタンをクリックします。

（３）パスワードの変更画面でパスワードの変更を行います。パスワードは必ず新しいものに変
更する必要があります。①御自身で決めた新しいパスワードを入力して、②「パスワード変
更」ボタンをクリックしてください。なお、変更後のパスワードは必ずメモを取り、紛失に
十分注意してください。
また、ID やパスワードの入力を５回続けて間違えてしまうと、一時的に入力ができなくな

ります。そのような場合は、10 分程度お待ちいただいてから、再度、入力をお願いします。 

変更したパスワード 

新しいパスワードは、下記のパスワードポリシーに従ってください。 
・半角英数記号８文字以上 32 文字以内
・英字、数字をそれぞれ１文字以上含む文字列
・使用可能な記号は/[]:;|=+*?<>
・推測されやすい単語等※は使用しない

（４）連絡先情報の登録画面で、連絡先情報の登録を行います。
連絡先情報の各項目は、以下のとおり入力してください。

「施設名」：施設の名称（全全角角） 
「代表者名」：施設の長の氏名（全全角角） 
「担当者名」：調査担当者の氏名（全全角角） 
「電話番号」、「内線番号」：調査担当者の電話番号（半半角角）
「メールアドレス」：調査担当者のメールアドレス（半半角角）

正しく入力されていることを確認した後、「登録」をクリックします。 

 ①「 」と入力するか、プル

ダウンから「社会教育調査」を

選択してください。

  

①① 新新ししいいパパススワワーードドをを入入力力

②通知された 及びパスワードを

入力してください。

文科省からお知らせ等がある場合には、こちらに掲載しています。

 ②② ククリリッックク

※推推測測さされれややすすいい単単語語等等とは、辞書に

掲載されているような単語、個人名、

地名、同じ文字の繰り返しやわかりや

すい並びの文字列等を指します。

辞書に載っているような一般的な

英単語

自分や家族の名前、生年月日、地

名、ペットの名前

同じ文字の繰り返しやわかりやす

い並びの文字列

③クリック

Ⅴ
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入力内容を確認する画面に移りますので、確認のうえ、正しければ「調査票一覧へ」をク

リックしてください。（誤りがある場合は、「連絡先変更へ」をクリックすると、再度上の
画面に戻りますので、必要な箇所を修正します。） 

 
 

.変更したパスワードを忘れてしまったら. 
 

ログイン画面の「パスワードを忘れてしまった場合はこちらへ」をクリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

パスワード再発行画面になりますので、「パスワード再発行へ」をクリックします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
政府統計コード、調査対象者 ID、連絡先情報で登録したメールアドレスを入力し、「再発行」

をクリックします。登録したメールアドレスに新しいパスワードが届きますので、ログイン後、
再度パスワードの変更（前ページ（３）参照）を行ってください。 
 

 連絡先情報を入力後、クリック 

注：システム上は、全角半角どちらも入力可能ですが
（メールアドレスを除く）、 処理の都合上、 前ペ
ージの記載に従っていただきますようお願いしま
す。 

 

ククリリッックク  

郵便番号 

住所 
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※「連絡先情報」で誤ったメールアドレスを登録してしまい、メールが受信できない場合は、
文文部部科科学学省省ヘヘルルププデデススククににてて初初期期化化をを行行いいまますすので御連絡ください（裏表紙参照）。 

２２ 電電子子調調査査票票のの表表示示

（１）「調査票一覧へ」をクリックすると調査票の一覧画面が現れます。回答する調査票の「電
子調査票」欄をクリックします。

（２）電子調査票が表示されます。

ククリリッックク

「都道府県番号」「教育委員会番号」「教育委員会名」
及び連絡先情報で入力した「教育長の氏名」「取扱者氏
名」「電話番号」が表示されています。

 「 」と入力するか、プルダウン

から「社会教育調査」を選択してく

ださい。

 通知された 及び登録したメール

アドレスを入力してください。

クリック

 パスワード、連絡先情報を
変更する場合はこちらを
クリックします。
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電子調査票の構成について
本調査で使用する電子調査票については以下の３つで構成されています。 

① 電子調査票（令和６年 10 月１日現在）
今回の調査において回答を入力する調査票です。調査によっては複数のページから構成され
ています。 

② 電子調査票（令和３年 10 月１日現在）
前回調査時の回答内容が表示されている調査票です。①の電子調査票にある「前回調査票参
照」ボタンをクリックすることで表示されます。 

※１ 今回の調査において、この調査票への入力の必要はありません。

※２ 以下のケースに該当する場合は、本調査票に数値が表示されません。

・今回初めて調査対象となった場合。

・「教育委員会番号（+施設整理番号：施設の場合）」が前回調査から修正・変更された場合。

③ エラーチェック番号リスト
・入力誤りの可能性があり、確認の必要がある場合
・今回調査で入力した回答内容と前回調査の回答内容を比較し、大きく変動がある場合
にはワーニングメッセージが表示されます。回答内容や、その変動した数値等について間違

いがない（修正がない）場合には、エラーチェック番号リストに、修正しない理由及び変動し
た理由を記入してください。 

文科 太郎 
文科 花子 

03-5253-4111 
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３３ デデーータタのの入入力力

数値を入力する際は、キーボードの「Tab」キーを押すことで次の項目（横方向）へ移動でき
ます。縦方向への移動はマウスを使ってください。 

※ 入力の途中で中断する場合

電子調査票の上部にある①「回回答答のの一一時時保保存存」をクリックし、保存します。②「調調査査票票のの一一
覧覧へへ」をクリックし、調調査査票票のの一一覧覧画画面面に戻り、該当の調査票の「状況」が「一一時時保保存存済済」に
なっていることを確認します。 

①① ②② 

※入力欄が緑色の項目は入力可能、灰色の項目は入力
不可能を示します。ある項目に入力すると、それに関
連する項目が入力不可能（灰色）から入力可能（緑
色）に変わる場合がありますので、入力漏れがないよ
うに注意してください。

（例）「４ 教育委員会事務局の社会教育職員数（人）の「課長」
の欄に「０」以外の数値を入力すると、「うち社会教育主事」
の欄が入力可能となります。
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※ 入力を再開する場合

調査票の一覧画面で、一時保存した調査票の「電電子子調調査査票票」欄をクリックします。

回答状況画面が表示されますので「回答の再開」をクリックして調査票を表示し、回答を再
開してください。 

政府統計オンライン調査システムのセキュリティ設定上、50 分分以上システム画面上の操作
を行わない、若しくは電子調査票の表示後 50 分分以上経過した場合、政府統計オンライン調査
システムとパソコンとの接続が切断されてしまいます。
接続が切断されると、入力した内容も消えてしまいますので、ここままめめにに回回答答のの一一時時保保存存をを

すするるようにしてください。 

重要！！

ククリリッックク

ククリリッックク
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４４ デデーータタののチチェェッックク

（１）入力を終えたら、「次へ」ボタンをクリックします。その際に、入力したデータのエラー
チェックが行われます。このチェックには時間がかかる場合があります。

（２）エラーがある場合はメッセージが表示されます。エラーには、次の２種類があります。
① 必ず修正することを要する「必必須須エエララーー」

・メッセージを確認後、「 」をクリックし、通知ウインドウを閉じます。

・調査票をスクロールして（調査票の表示を上下に動かして）、該当箇所を探してください。
修正が必要な箇所は、ピピンンククで色づけされています。

・修正が完了したら、再度「次次へへ」をクリックし、エラーチェックを行います。

② 入力誤りの可能性があるため確認を促す「ワワーーニニンンググエエララーー」

・メッセージを確認します。

・調査票をスクロールして（調査票の表示を上下に動かして）、該当箇所を探してください。
確認が必要な箇所は、黄黄色色で色づけされています。項目によっては、該当箇所が確認ウイ
ンドウで隠れている場合もありますので、その場合は確認ウインドウを移動してください。

「次へ」をクリックするとデータの

チェックがはじまります。

ククリリッックク

 令和５年

度
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  （確認の結果、修正が必要な場合） 
・「ははいい」をクリックし、確認ウインドウを閉じます。該当箇所の修正が完了したら、再度
「次次へへ」をクリックし、エラーチェックを行います。

（確認の結果、修正が不要な場合） 
・「いいいいええ」をクリックしてください。引き続きエラーチェックが行われます。チェックは
一行づつ行うため、同じエラーが何度も表示される場合があります。

・前回の回答データと比較して大きく変動がある場合には、確認メッセージが表示されます。
修正の必要がない場合には、「いいいいええ」をクリックして次に進み、エラーチェックが終わっ
た後に表示される「エエララーーチチェェッックク番番号号リリスストト」に変動した理由を記入してください。

・理由を記入せずに回答送信を行おうとすると、下記のメッセージが表示されますので、エラ
ーを残した場合には、必ずエラーチェック番号リストにその理由をできるだけ具体的に記入し
てください。

修正の必要がなければ

「いいえ」をクリック

エエララーーをを残残ししたた理理由由（（変変動動ししたた要要因因等等））をを記記入入ししててくくだだささいい。。

令和５年度間の開催回数

る)数)
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５５ デデーータタのの送送信信

（１）データチェックが終了したら（エラーを残す場合はエラーチェック番号リストに理由を記
入したら）、「回答データ送信」をクリックします。「回答を送信します。」というメッセ
ージが出ますので、「はい」をクリックします。

ククリリッックク

異動のため変動があり、数字には間違いがない 

ククリリッックク
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（２）受付状況画面が表示されます。終了する場合は「ログアウト」をクリックします。

※「連絡先情報の登録」において設定いただいたメールアドレスにも、「調査票回答の受付状
況」メールが届きます。

回答を終了する場合。

差出人：

件 名：＜オンライン調査システム＞調査票回答の受付状況

本 文：統計調査名：社会教育調査

実施時期：令和６年度

調査票名：社会教育調査（社会教育行政調査票（３－１、３－２））

調査対象者 ：

キー項目：

受付番号：

受付結果：調査票回答を受け付けました。ご回答ありがとうございました。

※本メールはシステムより自動送信されています。

返信はしないでください。

［ ： ］

アアンンケケーートトははあありりまませせんん。。
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６ データの確認・修正

（１）調査票の一覧画面で、回答済みの調査票の「電子調査票」欄をクリックします。

（２）回答状況画面が表示されますので、「回答データ確認・更新」をクリックして、調査票を
開き、データを確認してください。修正する際には、データを修正後に、再度回答データ送信を行
ってください。 

ククリリッックク

クリックすると、回答済みの

調査票が開きます。

回答データが正常に受付けられた調査票は、状況欄が「回

答済」になり、「回答日時」が表示されています。
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【電子調査票チェック事項一覧】
　エラーには，エラーとワーニングの２種類があります。
　・エラー：エラーコード「TSW」以外で始まるもの。誤った回答であり，修正の必要がある。
　・ワーニング：エラーコード「TSW」で始まるもの。入力数値が誤りの可能性がある回答。
　　　　　　　報告義務者において数値等に問題がないと判断した場合は修正の必要はない。

○社会教育行政調査（３－１，３－２）

項目名 審査条件

TSW002

『４』「社会教育担当」
「専任」「男」「課長」
～
『４』「社会教育・社会
体育担当」「指定管理
者」「女」「その他の職
員」

各項目が全て 0 または記入なし
ではない事

「教育委員会事務局の社会教育関係職員数」
が全て「0」または「空欄」になっていま
す。修正しますか？

TSA003
『４』「社会教育担当」
「専任」「男」「課長」

≧『４』「社会教育担当」「専
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会教育担当」「専任」「男」「課長」の
数が「社会教育担当」「専任」「男」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA004
『４』「社会教育担当」
「専任」「女」「課長」

≧『４』「社会教育担当」「専
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会教育担当」「専任」「女」「課長」の
数が「社会教育担当」「専任」「女」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA005
『４』「社会教育担当」
「兼任」「男」「課長」

≧『４』「社会教育担当」「兼
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会教育担当」「兼任」「男」「課長」の
数が「社会教育担当」「兼任」「男」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA006
『４』「社会教育担当」
「兼任」「女」「課長」

≧『４』「社会教育担当」「兼
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会教育担当」「兼任」「女」「課長」の
数が「社会教育担当」「兼任」「女」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA007
『４』「社会体育担当」
「専任」「男」「課長」

≧『４』「社会体育担当」「専
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会体育担当」「専任」「男」「課長」の
数が「社会体育担当」「専任」「男」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA008
『４』「社会体育担当」
「専任」「女」「課長」

≧『４』「社会体育担当」「専
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会体育担当」「専任」「女」「課長」の
数が「社会体育担当」「専任」「女」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA009
『４』「社会体育担当」
「兼任」「男」「課長」

≧『４』「社会体育担当」「兼
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会体育担当」「兼任」「男」「課長」の
数が「社会体育担当」「兼任」「男」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA010
『４』「社会体育担当」
「兼任」「女」「課長」

≧『４』「社会体育担当」「兼
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事」

「社会体育担当」「兼任」「女」「課長」の
数が「社会体育担当」「兼任」「女」「課
長」「うち社会教育主事」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA011
『４』「社会教育・社会
体育担当」
「専任「男」「課長」

≧『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「男」「課長」「う
ち社会教育主事」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「男」
「課長」の数が「社会教育・社会体育担当」
「専任」「男」「課長」「うち社会教育主
事」の数と同じか，大きくなければいけませ
ん。

TSA012
『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「女」「課長」

≧『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「女」「課長」「う
ち社会教育主事」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「女」
「課長」の数が「社会教育・社会体育担当」
「専任」「女」「課長」「うち社会教育主
事」の数と同じか，大きくなければいけませ
ん。

TSA013
『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「男」「課長」

≧『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「男」「課長」「う
ち社会教育主事」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「男」
「課長」の数が「社会教育・社会体育担当」
「兼任」「男」「課長」「うち社会教育主
事」の数と同じか，大きくなければいけませ
ん。

TSA014
『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「女」「課長」

≧『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「女」「課長」「う
ち社会教育主事」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「女」
「課長」の数が「社会教育・社会体育担当」
「兼任」「女」「課長」「うち社会教育主
事」の数と同じか，大きくなければいけませ
ん。

TSA080

『４』「社会教育担当」
「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「専
任」「男」「課長」

「社会教育担当」「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会教育担当」「専任」「男」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA081

『４』「社会教育担当」
「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「専
任」「女」「課長」

「社会教育担当」「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会教育担当」「専任」「女」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA082

『４』「社会教育担当」
「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「兼
任」「男」「課長」

「社会教育担当」「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会教育担当」「兼任」「男」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA083

『４』「社会教育担当」
「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「兼
任」「女」「課長」

「社会教育担当」「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会教育担当」「兼任」「女」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

エラー
コード

審査事項 メッセージ
調査事項
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項目名 審査条件

エラー
コード

審査事項 メッセージ
調査事項

TSA084

『４』「社会体育担当」
「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「専
任」「男」「課長」

「社会体育担当」「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会体育担当」「専任」「男」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA085

『４』「社会体育担当」
「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「専
任」「女」「課長」

「社会体育担当」「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会体育担当」「専任」「女」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA086

『４』「社会体育担当」
「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「兼
任」「男」「課長」

「社会体育担当」「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会体育担当」「兼任」「男」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA087

『４』「社会体育担当」
「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「兼
任」「女」「課長」

「社会体育担当」「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」の数
が「社会体育担当」「兼任」「女」「課長」
の数と同じか，小さくなければいけません。

TSA088

『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「男」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「男」「課長」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「男」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育・社会体育担当」「専
任」「男」「課長」の数と同じか，小さくな
ければいけません。

TSA089

『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「女」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「女」「課長」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「女」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育・社会体育担当」「専
任」「女」「課長」の数と同じか，小さくな
ければいけません。

TSA090

『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「男」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「男」「課長」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「男」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育・社会体育担当」「兼
任」「男」「課長」の数と同じか，小さくな
ければいけません。

TSA091

『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「女」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「女」「課長」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「女」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育・社会体育担当」「兼
任」「女」「課長」の数と同じか，小さくな
ければいけません。

TSA092

『４』「社会教育担当」
「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「専
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会教育担当」「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会教育担当」「専任」
「男」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA093

『４』「社会教育担当」
「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「専
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会教育担当」「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会教育担当」「専任」
「女」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA094

『４』「社会教育担当」
「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「兼
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会教育担当」「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会教育担当」「兼任」
「男」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA095

『４』「社会教育担当」
「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「兼
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会教育担当」「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会教育担当」「兼任」
「女」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA096

『４』「社会体育担当」
「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「専
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会体育担当」「専任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会体育担当」「専任」
「男」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA097

『４』「社会体育担当」
「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「専
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会体育担当」「専任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会体育担当」「専任」
「女」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA098

『４』「社会体育担当」
「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「兼
任」「男」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会体育担当」「兼任」「男」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会体育担当」「兼任」
「男」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA099

『４』「社会体育担当」
「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」「うち発
令者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「兼
任」「女」「課長」「うち社会教
育主事の資格を有する者」

「社会体育担当」「兼任」「女」「課長」
「うち社会教育主事の資格を有する者」「う
ち発令者」の数が「社会体育担当」「兼任」
「女」「課長」「うち社会教育主事の資格を
有する者」の数と同じか，小さくなければい
けません。

TSA100

『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「男」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」「うち発令者」

記入有り

≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「男」「課長」「う
ち社会教育主事の資格を有する
者」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「男」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」「うち発令者」の数が「社会教育・社会
体育担当」「専任」「男」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有する者」の数と同じ
か，小さくなければいけません。
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TSA101

『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「女」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」「うち発令者」

記入有り

≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「女」「課長」「う
ち社会教育主事の資格を有する
者」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「女」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」「うち発令者」の数が「社会教育・社会
体育担当」「専任」「女」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有する者」の数と同じ
か，小さくなければいけません。

TSA102

『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「男」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」「うち発令者」

記入有り

≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「男」「課長」「う
ち社会教育主事の資格を有する
者」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「男」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」「うち発令者」の数が「社会教育・社会
体育担当」「兼任」「男」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有する者」の数と同じ
か，小さくなければいけません。

TSA103

『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「女」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有す
る者」「うち発令者」

記入有り

≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「女」「課長」「う
ち社会教育主事の資格を有する
者」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「女」
「課長」「うち社会教育主事の資格を有する
者」「うち発令者」の数が「社会教育・社会
体育担当」「兼任」「女」「課長」「うち社
会教育主事の資格を有する者」の数と同じ
か，小さくなければいけません。

TSA104

『４』「社会教育担当」
「専任」「男」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「専
任」「男」「その他の職員」

「社会教育担当」「専任」「男」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育担当」「専任」「男」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA105

『４』「社会教育担当」
「専任」「女」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「専
任」「女」「その他の職員」

「社会教育担当」「専任」「女」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育担当」「専任」「女」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA106

『４』「社会教育担当」
「兼任」「男」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「兼
任」「男」「その他の職員」

「社会教育担当」「兼任」「男」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育担当」「兼任」「男」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA107

『４』「社会教育担当」
「兼任」「女」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「兼
任」「女」「その他の職員」

「社会教育担当」「兼任」「女」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育担当」「兼任」「女」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA108

『４』「社会教育担当」
「非常勤」「男」「その
他の職員」「うち社会教
育主事の資格を有する
者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「非常
勤」「男」「その他の職員」

「社会教育担当」「非常勤」「男」「その他
の職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育担当」「非常勤」
「男」「その他の職員」の数と同じか，小さ
くなければいけません。

TSA109

『４』「社会教育担当」
「非常勤」「女」「その
他の職員」「うち社会教
育主事の資格を有する
者」

記入有り
≦『４』「社会教育担当」「非常
勤」「女」「その他の職員」

「社会教育担当」「非常勤」「女」「その他
の職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会教育担当」「非常勤」
「女」「その他の職員」の数と同じか，小さ
くなければいけません。

TSA110

『４』「社会体育担当」
「専任」「男」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「専
任」「男」「その他の職員」

「社会体育担当」「専任」「男」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会体育担当」「専任」「男」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA111

『４』「社会体育担当」
「専任」「女」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「専
任」「女」「その他の職員」

「社会体育担当」「専任」「女」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会体育担当」「専任」「女」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA112

『４』「社会体育担当」
「兼任」「男」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「兼
任」「男」「その他の職員」

「社会体育担当」「兼任」「男」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会体育担当」「兼任」「男」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA113

『４』「社会体育担当」
「兼任」「女」「その他
の職員」「うち社会教育
主事の資格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「兼
任」「女」「その他の職員」

「社会体育担当」「兼任」「女」「その他の
職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会体育担当」「兼任」「女」
「その他の職員」の数と同じか，小さくなけ
ればいけません。

TSA114

『４』「社会体育担当」
「非常勤」「男」「その
他の職員」「うち社会教
育主事の資格を有する
者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「非常
勤」「男」「その他の職員」

「社会体育担当」「非常勤」「男」「その他
の職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会体育担当」「非常勤」
「男」「その他の職員」の数と同じか，小さ
くなければいけません。

TSA115

『４』「社会体育担当」
「非常勤」「女」「その
他の職員」「うち社会教
育主事の資格を有する
者」

記入有り
≦『４』「社会体育担当」「非常
勤」「女」「その他の職員」

「社会体育担当」「非常勤」「女」「その他
の職員」「うち社会教育主事の資格を有する
者」の数が「社会体育担当」「非常勤」
「女」「その他の職員」の数と同じか，小さ
くなければいけません。

TSA116

『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「男」「その他の職員」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「男」「その他の職
員」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「男」
「その他の職員」「うち社会教育主事の資格
を有する者」の数が「社会教育・社会体育担
当」「専任」「男」「その他の職員」の数と
同じか，小さくなければいけません。

TSA117

『４』「社会教育・社会
体育担当」「専任」
「女」「その他の職員」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「専任」「女」「その他の職
員」

「社会教育・社会体育担当」「専任」「女」
「その他の職員」「うち社会教育主事の資格
を有する者」の数が「社会教育・社会体育担
当」「専任」「女」「その他の職員」の数と
同じか，小さくなければいけません。
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TSA118

『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「男」「その他の職員」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「男」「その他の職
員」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「男」
「その他の職員」「うち社会教育主事の資格
を有する者」の数が「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「男」「その他の職員」の数と
同じか，小さくなければいけません。

TSA119

『４』「社会教育・社会
体育担当」「兼任」
「女」「その他の職員」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「女」「その他の職
員」

「社会教育・社会体育担当」「兼任」「女」
「その他の職員」「うち社会教育主事の資格
を有する者」の数が「社会教育・社会体育担
当」「兼任」「女」「その他の職員」の数と
同じか，小さくなければいけません。

TSA120

『４』「社会教育・社会
体育担当」「非常勤」
「男」「その他の職員」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「非常勤」「男」「その他の
職員」

「社会教育・社会体育担当」「非常勤」
「男」「その他の職員」「うち社会教育主事
の資格を有する者」の数が「社会教育・社会
体育担当」「非常勤」「男」「その他の職
員」の数と同じか，小さくなければいけませ
ん。

TSA121

『４』「社会教育・社会
体育担当」「非常勤」
「女」「その他の職員」
「うち社会教育主事の資
格を有する者」

記入有り
≦『４』「社会教育・社会体育担
当」「非常勤」「女」「その他の
職員」

「社会教育・社会体育担当」「非常勤」
「女」「その他の職員」「うち社会教育主事
の資格を有する者」の数が「社会教育・社会
体育担当」「非常勤」「女」「その他の職
員」の数と同じか，小さくなければいけませ
ん。

TSW015

『５』「社会教育委員
数」「学校教育関係者」
「男」～『６』「各種指
導員」「延人数」「その
他」「女」

各項目が全て 0 または記入なし
ではない事

「社会教育委員」、「社会教育関係指導員
数」の各項目が全て「0」または「空欄」と
なっています。修正しますか？

TSA016

『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「男」

「教育委員会番号」＝
1000

＝0 or 記入なし

「教育委員会番号」が「1000」ならば，「社
会教育委員数」「うち，青少年に関する事項
について指導助言する者」「男」が「0」ま
たは「空欄」でなければいけません。

TSA017

『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「女」

「教育委員会番号」＝
1000

＝0 or 記入なし

「教育委員会番号」が「1000」ならば，「社
会教育委員数」「うち，青少年に関する事項
について指導助言する者」「女」が「0」ま
たは「空欄」でなければいけません。

TSW301
『５』「社会教育委員の
会議」

『５』「社会教育委員
数」「学校教育関係者」
「男」＋
～
＋『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「女」
≧1

≧1
「社会教育委員数」が１人以上いるのに，
「社会教育委員の会議」は「1以上」になっ
ていません。修正しますか？

TSA018

『５』の
「社会教育委員数」「う
ち，青少年に関する事項
について指導助言する
者」「男」＋
「社会教育委員数」「う
ち，青少年に関する事項
について指導助言する
者」「女」

『５』「社会教育委員
数」「学校教育関係者」
「男」～
『５』「社会教育委員
数」「学識経験者」
「女」
＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし

「社会教育委員数」が「0」または「空欄」
ならば，「社会教育委員数」「うち，青少年
に関する事項について指導助言する者」の
「男」と「女」の合計は「0」または「空
欄」でなければいけません。

TSA122

『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「男」

記入有り ≦『５』①～⑤「男」の合計数

「社会教育委員数」「うち，青少年に関する
事項について指導助言する者」「男」の数が
『５』「社会教育委員数」「男」①～⑤の合
計数と同じか，小さくなければいけません。

TSA123

『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「女」

記入有り ≦『５』①～⑤「女」の合計数

「社会教育委員数」「うち，青少年に関する
事項について指導助言する者」「女」の数が
『５』「社会教育委員数」「女」①～⑤の合
計数と同じか，小さくなければいけません。

TSA019
『５』「社会教育委員の
会議」

『５』「社会教育委員
数」「学校教育関係者」
「男」～『５』「社会教
育委員数」「学識経験
者」「女」
＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし
「社会教育委員数」が「0」または「空欄」
ならば，「社会教育委員の会議」は「0」ま
たは「空欄」でなければいけません。

TSA020

『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「男」＋
『５』「社会教育委員
数」「うち，青少年に関
する事項について指導助
言する者」「女」≧1

≧1

「社会教育委員数」「うち，青少年に関する
事項について指導助言する者」の計が「１以
上」ならば，「社会教育委員数」の合計は
「1以上」でなければいけません。

TSA021

≧『５』「社会教育委員数」「う
ち，青少年に関する事項について
指導助言する者」「男」＋
『５』「社会教育委員数」「う
ち，青少年に関する事項について
指導助言する者」「女」

「社会教育委員数」の合計は「社会教育委員
数」「うち，青少年に関する事項について指
導助言する者」の合計と同じか，大きくなけ
ればいけません。

TSA022
『６』「スポーツ推進委
員」「男」

「教育委員会番号」＝
1000

＝0 or 記入なし
「教育委員会番号」が「1000」ならば，「ス
ポーツ推進委員」「男」は「0」または「空
欄」でなければいけません。

TSA023
『６』「スポーツ推進委
員」「女」

「教育委員会番号」＝
1000

＝0 or 記入なし
「教育委員会番号」が「1000」ならば，「ス
ポーツ推進委員」「女」は「0」または「空
欄」でなければいけません。

TSA024
『６』「各種指導員」
「実人数」「男」

≦『６』「各種指導員」「延人
数」「青少年教育関係」～「その
他」の「男」の合計

「各種指導員」「実人数」「男」が「各種指
導員」「延人数」「男」の合計と同じか，小
さくなければいけません。

『５』の「社会教育委員
数」「学校教育関係者」
「男」
～
「社会教育委員数」「学
識経験者」「女」
の合計
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TSA025
『６』「各種指導員」
「実人数」「女」

≦『６』「各種指導員」「延人
数」「青少年教育関係」～「その
他」の「女」の合計

「各種指導員」「実人数」「女」が「各種指
導員」「延人数」「女」の合計と同じか，小
さくなければいけません。

TSA026
『６』「各種指導員」
「実人数」「男」≧1

≧1

「各種指導員」「実人数」「男」が「1以
上」ならば，「各種指導員」「延人数」
「男」の合計は「1以上」でなければいけま
せん。

TSA027
『６』「各種指導員」
「実人数」「男」＝0 or
記入なし

＝0 or 記入なし

「各種指導員」「実人数」「男」が「0」ま
たは「空欄」ならば，「各種指導員」「延人
数」「男」の合計は「0」または「空欄」で
なければいけません。

TSA028
『６』「各種指導員」
「実人数」「女」≧1

≧1

「各種指導員」「実人数」「女」が「1以
上」ならば，「各種指導員」「延人数」
「女」の合計は「1以上」でなければいけま
せん。

TSA029
『６』「各種指導員」
「実人数」「女」＝0 or
記入なし

＝0 or 記入なし

「各種指導員」「実人数」「女」が「0」ま
たは「空欄」ならば，「各種指導員」「延人
数」「女」の合計は「0」または「空欄」で
なければいけません。

TSA001 『７』「情報提供方法」 ＝0 or 記入なし
「情報提供方法」で【1～６】のいずれかを
選んでください。

TSW038

『８－１』「行政職員対
象（社会教育主事等）」
「実施件数」
～
『８－２』「共催」「参
加者数」及び『８－５』
「補助団体数」及び『８
－６』「計」「計（主
催・共催）」

各項目が全て 0 または記入なし
ではない事

「教育委員会における社会教育関連事業の実
施状況及び補助団体数」の各項目が全て
「0」または「空欄」となっています。修正
しますか？

TSA039

『８－１』「行政職員対
象（社会教育主事等）」
「実施件数」＝0 or 記入
なし

＝0 or 記入なし

「行政職員対象（社会教育主事等）」「実施
件数」が「0」または「空欄」ならば，「行
政職員対象（社会教育主事等）」「参加者
数」は「0」または「空欄」でなければいけ
ません。

TSA040
『８－１』「行政職員対
象（社会教育主事等）」
「実施件数」≧1

≧『８－１』「行政職員対象（社
会教育主事等）」「実施件数」

「行政職員対象（社会教育主事等）」「実施
件数」が「1以上」ならば，「行政職員対象
（社会教育主事等）」「参加者数」は「行政
職員対象（社会教育主事等）」「実施件数」
と同じか，大きくなければいけません。

TSA041

『８－１』「施設職員対
象（公民館主事等）」
「実施件数」＝0 or 記入
なし

＝0 or 記入なし

「施設職員対象（公民館主事等）」「実施件
数」が「0」または「空欄」ならば，「施設
職員対象（公民館主事等）」「参加者数」は
0 または「空欄」でなければいけません。

TSA042
『８－１』「施設職員対
象（公民館主事等）」
「実施件数」≧1

≧『８－１』「施設職員対象（公
民館主事等）」「実施件数」

「施設職員対象（公民館主事等）」「実施件
数」が「1以上」ならば，「施設職員対象
（公民館主事等）」「参加者数」は「施設職
員対象（公民館主事等）」「実施件数」と同
じか，大きくなければいけません。

TSA043

『８－１』「有志指導者
対象（民間団体等の指導
者）」「実施件数」＝0
or 記入なし

＝0 or 記入なし

「有志指導者対象（民間団体等の指導者）」
「実施件数」が「0」または「空欄」なら
ば，「有志指導者対象（民間団体等の指導
者）」「参加者数」は「0」または「空欄」
でなければいけません。

TSA044
『８－１』「有志指導者
対象（民間団体等の指導
者）」「実施件数」≧1

≧『８－１』「有志指導者対象
（民間団体等の指導者）」「実施
件数」

「有志指導者対象（民間団体等の指導者）」
「実施件数」が「1以上」ならば，「有志指
導者対象（民間団体等の指導者）」「参加者
数」は「有志指導者対象（民間団体等の指導
者）」「実施件数」と同じか，大きくなけれ
ばいけません。

TSA045
『８－２』「主催」「実
施件数」＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし
「主催」「実施件数」が「0」または「空
欄」ならば，「主催」「参加者数」は「0」
または「空欄」でなければいけません。

TSA046
『８－２』「主催」「実
施件数」≧1

≧『８－２』「主催」「実施件
数」

「主催」「実施件数」が「1以上」ならば，
「主催」「参加者数」は「主催」「実施件
数」と同じか，大きくなければいけません。

TSA047
『８－２』「共催」「実
施件数」＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし
「共催」「実施件数」が「0」または「空
欄」ならば，「共催」「参加者数」は「0」
または「空欄」でなければいけません。

TSA048
『８－２』「共催」「実
施件数」≧1

≧『８－２』「共催」「実施件
数」

「共催」「実施件数」が「1以上」ならば，
「共催」「参加者数」は「共催」「実施件
数」と同じか，大きくなければいけません。

TSA049

『８－３』の
「公民館」＋
「他の社会教育施設」＋
「小・中学校」＋
「その他」

＝『８－６』「計」「実施件数」
「計（主催・共催）」

「開設場所別学級・講座数」の合計は「実施
件数」「計」「計（主催・共催）」と一致し
ていなければいけません。

TSA050
『８－４』の「営利」
「学級・講座」＋「非営
利」「学級・講座」

≦『８－６』「計」「実施件数」
「計（主催・共催）」

「民間社会教育事業者との連携・協力の状
況」の「学級・講座」の合計は「実施件数」
「計」「計（主催・共催）」と同じか，小さ
くなければいけません。

『６』「各種指導員」
「延人数」「青少年教育
関係」～「その他」の
「女」の合計

『６』「各種指導員」
「延人数」「青少年教育
関係」～「その他」の
「男」の合計

『８－２』「共催」「参
加者数」

『８－１』「行政職員対
象（社会教育主事等）」
「参加者数」

『８－２』「主催」「参
加者数」

『８－１』「施設職員対
象（公民館主事等）」
「参加者数」

『８－１』「有志指導者
対象（民間団体等の指導
者）」「参加者数」
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エラー
コード

審査事項 メッセージ
調査事項

TSA051
『８－４』の「営利」
「諸集会」＋「非営利」
「諸集会」

≦『８－２』「主催」「実施件
数」＋
『８－２』「共催」「実施件数」

「民間社会教育事業者との連携・協力の状
況」の「諸集会」の合計は「主催」「実施件
数」と「共催」「実施件数」の合計と同じ
か，小さくなければいけません。

TSA052
『８－６』「学習内容区
分」の各行ごと

『８－６』「一連番号」
＝01～80

＝「学習内容区分マスタ」に登録
されているコード

「一連番号」が【01～80】の「社会教育学
級・講座」「学習内容区分」は【学習容区分
マスタに登録されているコード】を入力して
ください。

TSA053
≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち主催」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち主
催」の数と同じか，大きくなければいけませ
ん。

TSA054
≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち知事（首
長）部局との共催」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち知
事（首長）部局との共催」の数と同じか，大
きくなければいけません。

TSA055
≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち17時以
降」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち17
時以降」の数と同じか，大きくなければいけ
ません。

TSA056
≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち土・日」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち
土・日」の数と同じか，大きくなければいけ
ません。

TSA057
≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち託児サー
ビスを実施」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち託
児サービスを実施」の数と同じか，大きくな
ければいけません。

TSA058
＝『８－６』の「実施件数」「対
象別」「青少年対象」～「実施件
数」「対象別」「その他」の合計

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「青少年対象」～
「実施件数」「対象別」「その他」の合計と
一致してなければいけません。

TSA059
≧『８－６』の「実施件数」「対
象別」「青少年対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「青少年対象」の数
と同じか，大きくなければいけません。

TSA060
≧『８－６』の「実施件数」「対
象別」「成人一般対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「成人一般対象」の
数と同じか，大きくなければいけません。

TSA061
≧『８－６』の「実施件数」「対
象別」「女性のみ対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「女性のみ対象」の
数と同じか，大きくなければいけません。

TSA062
≧『８－６』の「実施件数」「対
象別」「高齢者のみ対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「高齢者のみ対象」
の数と同じか，大きくなければいけません。

TSA063
≧『８－６』の「実施件数」「対
象別」「その他」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「その他」の数と同
じか，大きくなければいけません。

TSA064
『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」＝0
or 記入なし

＝0 or 記入なし

「実施件数」「計（主催・共催）」が「0」
または「空欄」ならば、「学級生数及び受講
者数」の合計は「0」または「空欄」でなけ
ればいけません。

TSA065
『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」≧1

≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」

「実施件数」「計（主催・共催）」が「1以
上」ならば、「学級生数及び受講者数」の合
計は「実施件数」「計（主催・共催）」の数
と同じか、大きくなければいけません。

TSA066
『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」の
合計

＝『８－６』「計」「実施件数」
「計(主催・共催)」

「実施件数」「計（主催・共催）」の「合
計」が「計」「実施件数」「計（主催・共
催）」と等しくなければいけません。

TSA067
『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち主催」の合計

＝『８－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち主催」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち主
催」の「合計」が「計」「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち主催」と等しくなけ
ればいけません。

TSA068

『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち知事（首長）部局
との共催」の合計

＝『８－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち知事（首長）部局
との共催」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち知
事（首長）部局との共催」の「合計」が
「計」「実施件数」「計（主催・共催）」
「うち知事（首長）部局との共催」と等しく
なければいけません。

TSA069
『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち17時以降」の合計

＝『８－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち17時以降」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち17
時以降」の「合計」が「計」「実施件数」
「計（主催・共催）」「うち17時以降」と等
しくなければいけません。

TSA070
『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち土・日」の合計

＝『８－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち土・日」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち
土・日」の「合計」が「計」「実施件数」
「計（主催・共催）」「うち土・日」と等し
くなければいけません。

『８－６』の「学級生数
及び受講者数」の「学習
内容区分」の各行ごと

『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」の
各行ごと
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TSA071

『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち託児サービスを実
施」の合計

＝『８－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち託児サービスを実
施」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち託
児サービスを実施」の「合計」が「計」「実
施件数」「計（主催・共催）」「うち託児
サービスを実施」と等しくなければいけませ
ん。

TSA072
『８－６』「実施件数」
「対象別」「青少年対
象」の合計

＝『８－６』「計」「実施件数」
「対象別」「青少年対象」

「実施件数」「対象別」「青少年対象」の
「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「青少年対象」と等しくなければいけませ
ん。

TSA073
『８－６』「実施件数」
「対象別」「成人一般対
象」の合計

＝『８－６』「計」「実施件数」
「対象別」「成人一般対象」

「実施件数」「対象別」「成人一般対象」の
「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「成人一般対象」と等しくなければいけませ
ん。

TSA074
『８－６』「実施件数」
「対象別」「女性のみ対
象」の合計

＝『８－６』「計」「実施件数」
「対象別」「女性のみ対象」

「実施件数」「対象別」「女性のみ対象」の
「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「女性のみ対象」と等しくなければいけませ
ん。

TSA075
『８－６』「実施件数」
「対象別」「高齢者のみ
対象」の合計

＝『８－６』「計」「実施件数」
「対象別」「高齢者のみ対象」

「実施件数」「対象別」「高齢者のみ対象」
の「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「高齢者のみ対象」と等しくなければいけま
せん。

TSA076
『８－６』「実施件数」
「対象別」「その他」の
合計

＝『８－６』「計」「実施件数」
「対象別」「その他」

「実施件数」「対象別」「その他」の「合
計」が「計」「実施件数」「対象別」「その
他」と等しくなければいけません。

TSA077
『８－６』「学級生数及
び受講者数」の合計

＝『８－６』「計」「学級生数及
び受講者数」

「学級生数及び受講者数」の「合計」が
「計」「学級生数及び受講者数」と等しくな
ければいけません。

TSW302
『８－６』「学級生数及
び受講者数」の計の各行
ごと

『８－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」≧
１

≧『８－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」×２

１学級・講座あたりの「学級生数及び受講者
数」が２人未満となっています。誤入力の可
能性がありますが，修正しますか？

TSA079
『８－６』「学習内容区
分」の各行ごと

『８－６』「学習内容区
分」に記入あり

『８－６』「実施件数」「計（主
催・共催）」～「学級生数及び受
講者数」のいずれかに記入あり

「区分」に入力があるのに，「実施件数」が
回答されていません。
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○社会教育行政調査（３－３）

項目名 審査条件

TSW305

『３－１』「主催」「実
施件数」～『３－５』
「その他の関連施設」及
び『３－６』「計」「実
施件数」「計（主催・共
催）」

各項目が全て 0 または記入なし
ではない事

「首長部局における事業実施状況」が全て「
0」 または「空欄」となっています。修正し
ますか？

TSB002
『３－１』「主催」「実
施件数」＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし
「主催」「実施件数」が「0」または「空
欄」ならば、「主催」「参加者数」は「0」
または「空欄」でなければいけません。

TSB003
『３－１』「主催」「実
施件数」≧1

≧『３－１』「主催」「実施件
数」

「主催」「実施件数」が「1以上」ならば、
「主催」「参加者数」は「主催」「実施件
数」と同じか、大きくなければいけません。

TSB004
『３－１』「共催」「実
施件数」＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし
「共催」「実施件数」が「0」または「空
欄」ならば、「共催」「参加者数」は「0」
または「空欄」でなければいけません。

TSB005
『３－１』「共催」「実
施件数」≧1

≧『３－１』「共催」「実施件
数」

「共催」「実施件数」が「1以上」ならば、
「共催」「参加者数」は「共催」「実施件
数」と同じか、大きくなければいけません。

TSB006
『３－２』「実施件数」
＝0 or 記入なし

＝0 or 記入なし
「実施件数」が「0」または「空欄」なら
ば、「参加者数」は「0」または「空欄」で
なければいけません。

TSB007
『３－２』「実施件数」
≧1

≧1
「実施件数」が「1以上」ならば、「参加者
数」は「１以上」でなければいけません。

TSB008 ≧『３－２』「実施件数」
「参加者数」は「実施件数」と同じか、大き
くなければいけません。

TSB001
『３－４』の「情報ネッ
トワーク」～「その他」

＝0 or 記入なし
「情報提供方法」で【1～６】のいずれかを
選んでください。

TSB009
『３－６』「計」「実施
件数」「計（主催・共
催）」＝0

＝0 or 記入なし

「実施件数」の合計が「0」ならば、「学
級・講座を実施した関連施設数」の合計が
「0」または「空欄」でなければいけませ
ん。

TSW306

『３－６』「計」「実施
件数」「計（主催・共
催）」≧１

≧1
「実施件数」の合計が「1以上」なのに、
「学級・講座を実施した関連施設数」の合計
が「0」となっています。修正しますか？

TSB010
『３－６』「学習内容区
分」の各行ごと

『３－６』「一連番号」
＝01～80

＝「学習内容区分マスタ」に登録
されているコード

「一連番号」が【01～80】の「社会教育学
級・講座」「学習内容区分」は【学習容区分
マスタに登録されているコード】を入力して
ください。

TSB011
≧『３－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち主催」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち主
催」の数と同じか、大きくなければいけませ
ん。

TSB012
≧『３－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち17時以
降」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち17
時以降」の数と同じか、大きくなければいけ
ません。

TSB013
≧『３－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち土・日」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち
土・日」の数と同じか、大きくなければいけ
ません。

TSB014
≧『３－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち託児サー
ビスを実施」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「計（主催・共催）」「うち託
児サービスを実施」の数と同じか、大きくな
ければいけません。

TSB015
＝『３－６』の「実施件数」「対
象別」「青少年対象」～「実施件
数」「対象別」「その他」の合計

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「青少年対象」～
「実施件数」「対象別」「その他」の合計と
一致してなければいけません。

TSB016
≧『３－６』「実施件数」「対象
別」「青少年対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「青少年対象」の数
と同じか、大きくなければいけません。

TSB017
≧『３－６』「実施件数」「対象
別」「成人一般対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「成人一般対象」の
数と同じか、大きくなければいけません。

TSB018
≧『３－６』「実施件数」「対象
別」「女性のみ対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「女性のみ対象」の
数と同じか、大きくなければいけません。

TSB019
≧『３－６』「実施件数」「対象
別」「高齢者のみ対象」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「高齢者のみ対象」
の数と同じか、大きくなければいけません。

TSB020
≧『３－６』「実施件数」「対象
別」「その他」

「実施件数」「計（主催・共催）」の数が
「実施件数」「対象別」「その他」の数と同
じか、大きくなければいけません。

エラー
コード

調査事項
審査事項 メッセージ

『３－１』「主催」「参
加者数」

『３－１』「共催」「参
加者数」

『３－２』「参加者数」

『３－５』の
「体育施設」～「その他
の関連施設」の合計

『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」の
各行ごと

44



項目名 審査条件

エラー
コード

調査事項
審査事項 メッセージ

TSB021
『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」＝0
or 記入なし

＝0 or 記入なし

「実施件数」「計（主催・共催）」が「0」
または「空欄」ならば、「学級生数及び受講
者数」の合計は「0」または「空欄」でなけ
ればいけません。

TSB022
『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」≧1

≧『３－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」

「実施件数」「計（主催・共催）」が「1以
上」ならば、「学級生数及び受講者数」の合
計は「実施件数」「計」の数と同じか、大き
くなければいけません。

TSB023
『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」の
合計

＝『３－６』「計」「実施件数」
「計(主催・共催)」

「実施件数」「計（主催・共催）」の「合
計」が「計」「実施件数」「計（主催・共
催）」と等しくなければいけません。

TSB024
『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち主催」の合計

＝『３－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち主催」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち主
催」の「合計」が「計」「実施件数」「計
（主催・共催）」「うち主催」と等しくなけ
ればいけません。

TSB025
『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち17時以降」の合計

＝『３－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち17時以降」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち17
時以降」の「合計」が「計」「実施件数」
「計（主催・共催）」「うち17時以降」と等
しくなければいけません。

TSB026
『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち土・日」の合計

＝『３－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち土・日」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち
土・日」の「合計」が「計」「実施件数」
「計（主催・共催）」「うち土・日」と等し
くなければいけません。

TSB027

『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」
「うち託児サービスを実
施」の合計

＝『３－６』「計」「計（主催・
共催）」「うち託児サービスを実
施」

「実施件数」「計（主催・共催）」「うち託
児サービスを実施」の「合計」が「計」「実
施件数」「計（主催・共催）」「うち託児
サービスを実施」と等しくなければいけませ
ん。

TSB028
『３－６』「実施件数」
「対象別」「青少年対
象」の合計

＝『３－６』「計」「実施件数」
「対象別」「青少年対象」

「実施件数」「対象別」「青少年対象」の
「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「青少年対象」と等しくなければいけませ
ん。

TSB029
『３－６』「実施件数」
「対象別」「成人一般対
象」の合計

＝『３－６』「計」「実施件数」
「対象別」「成人一般対象」

「実施件数」「対象別」「成人一般対象」の
「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「成人一般対象」と等しくなければいけませ
ん。

TSB030
『３－６』「実施件数」
「対象別」「女性のみ対
象」の合計

＝『３－６』「計」「実施件数」
「対象別」「女性のみ対象」

「実施件数」「対象別」「女性のみ対象」の
「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「女性のみ対象」と等しくなければいけませ
ん。

TSB031
『３－６』「実施件数」
「対象別」「高齢者のみ
対象」の合計

＝『３－６』「計」「実施件数」
「対象別」「高齢者のみ対象」

「実施件数」「対象別」「高齢者のみ対象」
の「合計」が「計」「実施件数」「対象別」
「高齢者のみ対象」と等しくなければいけま
せん。

TSB032
『３－６』「実施件数」
「対象別」「その他」の
合計

＝『３－６』「計」「実施件数」
「対象別」「その他」

「実施件数」「対象別」「その他」の「合
計」が「計」「実施件数」「対象別」「その
他」と等しくなければいけません。

TSB033
『３－６』「学級生数及
び受講者数」の合計

＝『３－６』「計」「学級生数及
び受講者数」

「学級生数及び受講者数」の「合計」が
「計」「学級生数及び受講者数」と等しくな
ければいけません。

TSW307
『３－６』「学級生数及
び受講者数」の計の各行
ごと

『３－６』「実施件数」
「計（主催・共催）」≧
１

≧『３－６』「実施件数」「計
（主催・共催）」×２

１学級・講座あたりの「学級生数及び受講者
数」が２人未満となっています。誤入力の可
能性がありますが、修正しますか？

TSB035
『３－６』「学習内容区
分」の各行ごと

『３－６』「学習内容区
分」に記入あり

『３－６』「実施件数」「計（主
催・共催）」～「学級生数及び受
講者数」のいずれかに記入あり

「区分」に入力があるのに、「実施件数」が
回答されていません。

『３－６』の「学級生数
及び受講者数」の各行ご
と
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質問番号 エラーメッセージ

A-1
社会教育関係職員数（人）のうち職員（男性）の人数の計が前回調査と比べて±30％の変動がありま
す。変動した要因を入力して下さい。

A-2
社会教育関係職員数（人）のうち職員（女性）の人数の計が前回調査と比べて±30％の変動がありま
す。変動した要因を入力して下さい。

A-3
社会教育関係職員数（人）のうち専任職員の人数の計が前回調査と比べて±30％の変動がありま
す。変動した要因を入力して下さい。

A-4
社会教育関係職員数（人）のうち兼任職員の人数の計が前回調査と比べて±30％の変動がありま
す。変動した要因を入力して下さい。

A-5
社会教育関係職員数（人）のうち非常勤職員の人数の計が前回調査と比べて±30％の変動がありま
す。変動した要因を入力して下さい。

A-6
社会教育関係職員数（人）のうち社会教育主事と派遣社会教育主事の人数の計（男性）が前回調査と
比べて±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-7
社会教育関係職員数（人）のうち社会教育主事と派遣社会教育主事の人数の計（女性）が前回調査と
比べて±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-8
社会教育関係職員数（人）のうち社会教育主事と派遣社会教育主事の人数の計のうち専任職員が前
回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-9
指導者研修について行政職員対象の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動
した要因を入力して下さい。

A-10
指導者研修について行政職員対象の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動
した要因を入力して下さい。

A-11
指導者研修について施設職員対象の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動
した要因を入力して下さい。

A-12
指導者研修について施設職員対象の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動
した要因を入力して下さい。

A-13
指導者研修について有志指導者対象の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変
動した要因を入力して下さい。

A-14
指導者研修について有志指導者対象の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変
動した要因を入力して下さい。

A-15
諸集会について、主催の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

A-16
諸集会について、主催の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

A-17
諸集会について、共催の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

A-18
諸集会について、共催の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

A-19
民間社会教育事業者との連携・協力の状況で、学級講座を営利事業者と連携した件数が前回と比べ
て±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-20
民間社会教育事業者との連携・協力の状況で、諸集会を営利事業者と連携した件数が前回と比べて
±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-21
民間社会教育事業者との連携・協力の状況で、学級講座を非営利事業者と連携した件数が前回と比
べて±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-22
民間社会教育事業者との連携・協力の状況で、諸集会を非営利事業者と連携した件数が前回と比べ
て±30％の変動があります。変動した要因を入力して下さい。

A-23
社会教育学級・講座について件数の計（主催・共催）の合計が前回調査と比べて±30％の変動があり
ます。変動した要因を入力して下さい。

A-24
社会教育学級・講座について学級生数及び受講者数の合計人数が前回調査と比べて±30％の変動
があります。修正しますか？（修正しない場合は、変動した要因を入力してください）

【令和3年度調査回答等の増減に係るチェック事項一覧】
令和3年度調査時の回答と比較して大幅な増減がある場合には下記のようなエラーメッセージが表示されま

す。回答を修正いただくか，修正が不要である理由を御記入ください。

社会教育行政（３－１）（３－２）
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質問番号 エラーメッセージ

B-1
諸集会について、主催の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

B-2
諸集会について、主催の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

B-3
諸集会について、共催の実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

B-4
諸集会について、共催の参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を入
力して下さい。

B-5
指導者研修事業について、実施件数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を
入力して下さい。

B-6
指導者研修事業について、参加者数が前回調査と比べて±30％の変動があります。変動した要因を
入力して下さい。

B-7
社会教育学級・講座について件数の計（主催・共催）の合計が前回調査と比べて±30％の変動があり
ます。変動した要因を入力して下さい。

B-8
社会教育学級・講座について学級生数及び受講者数の合計人数が前回調査と比べて±30％の変動
があります。修正しますか？（修正しない場合は、変動した要因を入力してください）

社会教育行政（３－３）
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７７ 政政府府統統計計オオンンラライインン調調査査シシスステテムムのの使使用用をを取取りりややめめるる場場合合

回答データを送信後，政府統計オンライン調査システムの使用を取りやめ，紙の調査票で提出する
場合は，下の様式を都道府県知事宛てに送付します。 

※回答データを送信していない場合は，当該届出書は不要です。

令和  年  月  日 

社社会会教教育育調調査査オオンンラライインン調調査査シシスステテムム使使用用廃廃止止届届出出書書

（報告者） 

社会教育調査オンライン調査システム使用の廃止について 

 令和６年度社会教育調査における社会教育調査オンライン調査システムの使用を廃止したいので届け出

ます。 

記 

所 在 地 
（〒 ） 

施 設 の 種 別

施 設整 理番 号

施 設 名 称

担 当 者 氏 名

電 話 番 号
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ⅥⅥ  よよくくああるる質質問問集集  

１１  オオンンラライインン関関係係  
（１）政府統計共同利用システム

問１ 政府統計共同利用システムのオンライン調査システムを使うと、どのようなメリットが
あるのでしょうか？ 

答 オンライン調査システムを使うと次のようなメリットがあります。 
①作業の合理化が図られます

調査票の転写が不要で、郵送する必要もありません。また、いつでも入力できます。
②入力漏れや誤入力が減ります

電子調査票には、エラーチェックや自動計算機能がついているので入力漏れや誤入力を減
らすことができます。 
③提出後の問合せが減ります

教育委員会（国立及び独立行政法人の施設においては、文部科学省）からの問合せが減り
ます。 

問２ オンライン調査システムは利用環境以外では使えないのでしょうか？ 

答 利用環境とは、文部科学省において動作確認ができる環境ということです。利用環境以外は
文部科学省での動作確認ができないので、何かあった際の対応ができないことがあります。 

また、利用環境以前のソフトウェアについては、メーカーによるサポート期間が終わって
いてセキュリティ上問題があることが想定されます。可能であれば、該当ソフトウェアの更
新をお勧めします。 

（２）ログイン

問３ ログインができません。 

答 次のことを確認してください。 

・調査対象者IDとパスワードは正しく入力できていますか？
調査対象者IDとパスワードは半角英数字、大文字・小文字の区別があります。

大文字・小文字の切り替えは「Shift」キーを押しながら入力することで可能です(大文字を
入力していれば小文字に、小文字を入力していれば大文字になります）。 
直接入力してうまく行かない場合は、配布されたIDとパスワードを「メモ帳」や「Word」な
どに入力して、それをコピー&ペーストしてみてください。 

・インターネットに接続していますか？

・ブラウザ（ホームページを見るためのソフトウェア。Edgeなど）の設定は適切ですか？
「政府統計オンライン調査総合窓口」の「よくあるご質問（ＦＡＱ）」（https://www.e-s
urvey.go.jp/faq）の「２．ログインに関する質問」を参考に、設定を確認してください。
うまくいかない場合は、①再起動してみる、②別のパソコンで行ってみる、③調査対象施

設のパソコン等を管理するシステム担当に設定を確認する、等をお試しください。 
それでもうまくいかない場合には、文部科学省のヘルプデスクにお問い合わせください。 
なお、認証入力を５回間違えるとロックされ、操作を受け付けなくなりますので、10分

ほど間をあけてから再度認証入力を行ってください。 
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問４ 初回ログイン時には、パスワードは変更しなければいけないのでしょうか？ 

答 セキュリティ上、「成りすまし」等を防ぐために、必ずパスワードを変更していただくシス
テムになっています。

問５ パスワードの変更ができません。 

答 変更後のパスワードは、 

①８文字以上32文字以内
②アルファベットの大文字・小文字、数字それぞれを１文字以上含む文字列
③「Password1」「Japan123」「Windows1」など、意味を持つ文字列を含まない

必要があります。 
また、確認のため、変更後のパスワードを「新パスワード（必須）」と「新パスワード

（確認用）（必須）」両方の欄に入力する必要があります。入力したパスワードが２つの欄
で異なっていないか確認してください。 

なお、最初に設定されたパスワードと同じものは使えません。 

問６ パスワードは何回まで変更できるのでしょうか？ 

答 何回でも変更できます。変更したパスワードは忘れないようにメモに残しておいてください。 

問７ 変更したパスワードを忘れてしまいました。 

答 ログイン画面の「パスワードを忘れてしまった場合はこちらへ」をクリックしてパスワード
の再発行手続きを行ってください。ただし、連絡先で誤ったメールアドレスを登録してメー
ルが受信できない場合は、文部科学省のヘルプデスクに御連絡ください。

変更したパスワードは忘れないようにメモに残しておいてください。

問８ 連絡先情報を間違えてしまいました。 

答 連絡先情報は、オンライン調査システムに再度ログインすると、修正することができます。 
「ログイン」後に表示される「連絡先情報」の「変更」ボタンをクリックして、正しい内

容に修正してください。 

問９ 連絡先情報のメールアドレスを間違えてしまいました。 

答 メールアドレスを間違えると、システムからの「受付完了」メールが届きません。問８の手
順で「連絡先情報」を修正してください。その後ダウンロードした調査票を利用して送信し
たら、変更後のメールアドレスに「受付完了」メールが届きます。 

また、回答の受付状況は、システムからのメール以外に、システムにログインして「調査
票の一覧」画面でも確認できます。回答データが受け付けられていれば状況欄に「受付済」
と表示され、また「回答日時」が表示されます。 

Ⅵ
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（３）調査票の入力・回答送信

問10 電子調査票の入力欄の一部が灰色になっていて入力できません。 

答 入力欄が緑色の項目は入力可能、灰色の項目は入力不可能です。ある項目に入力するとそれ
に関連して、入力不可能（灰色）から入力可能（緑色）に切り替わる場合がありますので、入
力漏れがないように気を付けてください。 

問11 電子調査票の入力を中断したいです。 

答 電子調査票の入力を中断する場合は、「回答の一時保存」ボタンをクリックして入力したデ
ータを保存してください。なお、50分以上システム画面の操作を行わない、もしくは電子調査
票の表示後50分以上経過した場合、政府統計オンライン調査システムとパソコンの接続が切れ、
入力した内容が消えてしまいますので、こまめに一時保存するようにしてください。 

問12 電子調査票の入力を再開したいです。 

答 調査票の一覧画面で、一時保存した電子調査票名をクリックします。回答状況画面が表示さ
れますので、「回答の再開」ボタンをクリックして、調査票を表示し、回答を再開してくだ
さい。 

問13 「次へ」ボタンを押したら、メッセージが出てきて、先に進めません。 

答 出てきたメッセージはエラーチェックの結果が表示されたメッセージです。 
エラーチェックの結果表示されるメッセージには、絶対に修正が必要な「エラー」と、確認
のため表示される「ワーニング」と、「令和3年度調査回答との増減に係るチェック」があり
ます。 
①エラーについては、内容を確認の上、「OK」ボタンを押してメッセージボックスを消して、

修正をしてください。エラーが無くならない限り、回答データは送信できません。
②ワーニングについては、内容を確認の上、数値等に問題がなければ「いいえ」ボタンを押

してメッセージボックスを消して次のエラーチェックに移ってください。エラーチェック
は各回答欄ごとに行われるため、同じワーニングが何度も表示されることがあります。一
つ一つのメッセージに「いいえ」を押してください。

③令和3年度調査回答との増減に係るチェックについては、内容を確認の上、修正する場合
は「はい」を、修正しない場合は「いいえ」を押してください。「はい」を押した場合は、
当該データを修正してください。「いいえ」を押した場合は、電子調査票の最終ページに
ある「エラーチェック番号リスト」にエラーを残した理由を記載してください。

問14 回答した内容を修正したいです。 

答 調査票の一覧画面で、回答済みの調査票の電子調査票欄（状況欄が「回答済」と表示されて
います）をクリックします。回答状況画面が表示されますので、「回答データ確認・更新」
ボタンをクリックして、調査票を表示し、データを修正後、再度回答データ送信を行ってく
ださい。 
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２２  調調査査票票のの記記入入・・提提出出方方法法  

問15 紙の調査票について、２部提出することになっていますが、１部のみ記入し、１部はそ
のコピーでもかまわないでしょうか？ 

答 それで構いませんが、２部ともコピーは不可です。 

問16 調査票を紙で提出する場合、「ペン書き」ではなく「鉛筆書き」でもよいのでしょう
か？ 

答 鉛筆で構いませんが、はっきりと読みやすい字で記入するようにしてください。 

３３  調調査査対対象象ににつついいてて  
（１）社会教育行政調査調査票（３－１）（３－２）（３－３）共通

問17 複数の市町村が合同で実行委員会を設置して事業を行っています。事業の実施要綱には
共催が市町村であることは明記されていませんが、事業の経費は広域行政事務組合を形
成する団体で賄っています。このような事業を調査対象に含めるのでしょうか？ 

答 調査対象とします。 
名目上は共催となっていなくても、実態として企画・運営しているのであれば、当該自治

体の事業とみなすことができるためです。 

問18 学校の設置管理のみを行っている教育事務組合や全く事業を行っていない自治体につい
ては調査票の各項目の入力が不可能ですが、どのように対応すればよいのでしょうか？ 

答 市町村教育委員会数などを把握するために調査票の提出は必要なので、紙の調査票に、委員
会名～取扱者氏名を当該教育事務組合で記入して都道府県教育委員会に提出します。都道府
県教育委員会で都道府県番号及び教育委員会番号を記入し、余白に全項目空欄の理由（学校
の設置管理のみを行っている教育事務組合のため等）を記入して提出します。 

問19 事業の実施件数・受講者数などの数え方についてよく分かりません。 

答 手引の説明に「実施件数は、開催回数や日数にかかわりなく、単一の事業として計画し、実
施したものを１件としてください」と記載をしておりますが、以下に例をあげて説明します。 

（例） 
・５回シリーズの「英会話講座」を春と秋に開催。
・春の講座の各回受講者数は、１回目30人・２回目29人・３回目28人・４回目25人・５回
目24人。
・秋の講座の各回受講者数は、１回目19人・２回目20人・３回目17人・４回目15人・５回
目14人。

  ⇒ 
○実施件数：２件

春で１件・秋で１件の合計２件とカウントする。全５回×２＝10回とはしない。
○受講者数：春の講座の受講者数（30人）＋秋の講座の受講者数（20人）＝50人。
春の講座の受講者数は、受講者数が一番多かった１回目の30人とし、秋の講座の受講者

数は、２回目の20人とする。一回ごとの受講者数の合計ではない。 
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問20 英語検定などの資格検定を実施した場合は、本調査の「事業」として調査の対象となる
のでしょうか？ 

答 資格検定は本調査の「事業」には該当しませんので、調査の対象外となります。 

問21 手引では事業の実施件数は「同じ内容のものでも異なる時期に実施したものはそれぞれ
１件とします」とあります。このときの「異なる時期」とは何を指すのでしょうか？ 

答 同じ内容の講座でも違う受講者向けに実施したものはそれぞれ１件と計上してください。 

問22 諸集会と学級講座の違いがよく分かりません。 

答 諸集会とは、定期的ではなく都度の企画による集会のことです。例えば、討論会・講習会・
講演会・実習会・展示会・体育、レクリエーション等に関する集会などです。 

学級講座とは、上記以外の定期的に行われる講座のことです。 

問23 学級講座の対象者について「青少年」及び「成人」とはどのような定義なのでしょう
か？ 

答 「青少年」については、０歳からおおむね30歳未満までの年齢層にある男女を指します。 
（青少年育成施策大綱（平成20年12月12日青少年育成推進本部決定）による） 

「成人」については、満20歳以上の男女を指します。 

問24 学級講座の対象者が「高齢者の女性」「幼児と保護者」「男性のみ」である講座につい
ては、対象別の項目が選べないがどのようにすればよいのでしょうか？ 

答 複数が対象となっている講座については、対象別の項目欄は「その他」を選んでください。 

（２）社会教育行政調査調査票（３－１）（３－２）

問25 教育委員会と社会教育施設が共同で実施している事業は、どのように取り扱うのでしょ
うか？ 

答 社会教育行政調査調査票（３－１）（３－２）と該当する社会教育施設の調査票の両方の調
査対象となります。 

（例１）教育委員会が主催、博物館が共催の場合 
→ 社会教育行政調査票（３－１）（３－２）に主催として計上し、博物館調査票には共催と

して計上。 
（例２）教育委員会が共催、博物館が主催の場合 

→ 社会教育行政調査票（３－１）（３－２）に共催として計上し、博物館調査票には主催と
して計上。 

（例３）博物館の単独事業の場合 
→ 社会教育行政調査票（３－１）（３－２）には計上しない。博物館調査票に主催として計

上。 
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問26 体育センターの事務局が教育委員会庁舎内に設置されている場合は、どのように取り扱
えばよいのでしょうか？ 

答 体育センターの事務局とは主に体育センターの管理・運営を行っていると考えられるので、
社会教育行政調査調査票（３－１）の「教育委員会事務局」には該当しません。 

問27 職員数について、休職中のものを除くとあるが、産休・育休中のものの取り扱いはどの
ように計上すればいいのでしょうか？ 

答 育児休業は休職に含め、職員数には計上しません。産休は（通常であれば）特別休暇なので、
職員数に計上します。 

問28  非常勤職員の定義を教えてください。 

答 令和６年10月１日現在で非常勤職員としての雇用契約（辞令又は発令）がある者をいいます。
ただし、ボランティアは含みません。 

なお、非常勤の勤務形態としては、次のような例がみられます。 

①勤務態様が常勤職員（正社員）に準ずる者。
②一週間の所定労働時間が同一の事業所（施設）に雇用される通常の労働者の一週間の所定

労働時間に比し短い者（いわゆる「パート・タイム」）。
③１～２か月程度の繁忙期に限定して雇用される者。
④嘱託等１年契約により雇用されており、週に数回勤務を行う者。

（３）社会教育行政調査調査票（３－３）

問29 地方公共団体が設置している公立大学などの学校は調査対象に含まれるのでしょうか？ 

答 大学などの「学校」に属する機関は対象外です。調査対象は「首長部局およびその出先機
関」で、学校は対象外です。 

問30 首長部局の施設（消費生活センター等）で行った消費者講座等も含めるのでしょうか？ 

答 調査の範囲は、首長部局及びその附属機関における社会教育関連事業（生涯学習の振興に資
する事業）となっているので、首長部局の施設における事業も含まれます。 

ただし、社会教育調査の他の調査票と二重計上となる場合には計上しません。 

（例１）首長部局が主催、首長部局の機関（消費者センター）が共催の場合 
→ 社会教育行政調査票（３－３）に主催として計上。

（例２）首長部局の機関（消費者センター）の単独事業の場合 
→ 社会教育行政調査票（３－３）に主催として計上。

（例３）首長部局が主催、首長部局の機関（博物館）が共催の場合 
→ 社会教育行政調査票（３－３）に主催として計上し、博物館調査票には共催として計上。

（例４）首長部局の機関（博物館）の単独事業の場合 
→ 社会教育行政調査票（３－３）には計上しない。博物館調査票に主催として計上。
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問31 「指導者研修事業」について、ホームヘルパーやケースワーカーといった職種の研修は
調査対象に含むのでしょうか？ 

答 調査対象に含めます。ただし、新任研修やそれに類する研修は除きます。 
 

問32 行政職員に対する指導者研修について、例示として看護職員の研修も含んでいるが、事
務系職員の一般的な研修も含むのでしょうか？ 

答 看護職員については専門的・技術的職員であること及び患者に対する生活指導といった側面
もあるため、指導者研修に含めているものであり、一般の行政職員を対象とする全ての研修
を含むものではありません。 

 

問33 部局間の共催はどのように取り扱うのでしょうか？ 

答 １事業として計上し、重複計上しないようにします。 
ただし、教育委員会との共催については教育委員会（「社会教育行政調査票（３－１）（３
－２）」）及び首長部局（「社会教育行政調査票（３－３）」）それぞれに計上します。 

 

問34 社会教育行政調査票（３－３）の首長部局における事業実施状況において、「社会教育
関連事業（生涯学習の振興に資する事業）」の実施件数を計上するようにありますが、
具体的にこれらの事業とはどのような定義となるでしょうか？ 

答 おおむね次のような事業を計上してください。 
「事業を実施する部局の事務所掌に関わらず、生活の向上、職業上の能力の向上や、自己の
充実を目的とし、参加者が自発的に参加する事業でスポーツ活動、文化活動、趣味、レクレ
ーション活動、ボランティア活動等も含み、広く一般住民が参加可能なもの」 
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㊙ ※
該

当
す

る
番

号
を

○
で

囲
み

，
必

要
な

場
合

は
数

値
等

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

１１
　　
教教
育育
委委
員員
会会
名名

２２
　　
教教
育育
長長
氏氏
名名

１

（
℡

－
－

）

４ ４
　　
教教
育育
委委
員員
会会
事事
務務
局局
のの
社社
会会
教教
育育
関関
係係
職職
員員
数数
（（
人人
））

６６
　　
社社
会会
教教
育育
関関
係係
指指
導導
員員
数数
（（
人人
））

区
　

　
分

男

男
　

実
人

数

女
①

青
少

年
教

育
関

係

男
延

②
　

女
性

教
育

関
係

女
人

③
　

家
庭

教
育

関
係

男
数

④
　

社
会

体
育

関
係

女
⑤

そ
の

他

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

※
「
社

会
教

育
主

事
」
欄

に
は

、
「
課

長
」
欄

の
内

数
と

し
て

記
載

す
る

社
会

教
育

主
事

数
を

含
ま

な
い

。

５５
　　
社社
会会
教教
育育
委委
員員

(1
)
社
会
教
育
委
員
数
（
人
）

区
　

　
分

男
女

①
学

校
教

育
関

係
者

②
社

会
教

育
関

係
者

③
家

庭
教

育
の

向
上

に
資

す
る

活
動

を
行

う
者

④
学

識
経

験
者

⑤
そ

の
他

条
例

で
定

め
る

者

裏裏
面面
にに
続続
くく

(2
)
社
会
教
育
委
員
の
会
議
(令
和
５
年
度
間
の
開
催
回
数
)

回

文
部

科
学

省

社
会

教
育

主
 事

 補
派

遣
社

会
教

育
主

事
そ

の
他

の
職

員
(事

務
職

員
等

）

社
会

教
育

担
当

非
常

勤

（
様

式
第

 1
 号

）

統
計

法
に

基
づ

く
基

幹
統

計
調

査

専
　

任

(2
)

ス
ポ

ー
ツ

推
進

委
員

(3
)各

種
指

導
員

兼
　

任

う
ち

社
会

教
育

主
事

の
資

格
を

有
す

る
者

う
ち

発
令

者

社社
  
　　

会会
  
　　

教教
  
　　

育育
  
　　

行行
  
　　

政政
  
　　

調調
  
　　

査査
  
　　

票票
　　

（（
３３

－－
１１

））

令
 
和
 
６
 
年
 
度
　
 
社
 
会
 
教
 
育
 
調
 
査

３ ３
　　
取取
扱扱
者者
氏氏
名名

令
 和

 ６
 年

 1
0
 月

 １
 日

 現
 在

区
　

　
分

課
　

長
社

会
教

育
主

　
　

事

女

(1
)

社
会

教
育

指
導

員

都
道

府
県

番
号

う
ち

社
会

教
育

主
事

の
資

格
を

有
す

る
職

員

※
教

育
委

員
会

で
記

入
し

ま
す

。

教
育

委
員

会
番

号

非
常

勤

専
　

任

兼
　

任

非
常

勤

専
　

任

兼
　

任

①
～

⑤
の

う
ち

，
青

少
年

に
関

す
る

事
項

に
つ

い
て

指
導

助
言

す
る

者

社
会

体
育

担
当

社
会

教
育

・
社

会
体

育
担

当

（
ス

ポ
ー

ツ
）

（ス
ポ

ー
ツ

）

こ
の

調
査

は
、

統
計

法
に

基
づ

く
基

幹
統

計
を

作
成

す
る

た
め

に
行

う
調

査
で

す
。

こ
の

調
査

の
対

象
と

な
っ

た
団

体
・
施

設
の

方
々

に
は

統
計

法
に

基
づ

く
報

告
の

義
務

が
あ

り
、

報
告

の
拒

否
や

虚
偽

報
告

に
つ

い
て

は
罰

則
が

あ
り

ま
す

。

こ
の

調
査

の
実

施
に

あ
た

っ
て

は
、

特
に

必
要

が
あ

る
場

合
に

は
、

資
料

の
提

出
の

お
願

い
や

関
係

者
の

方
々

へ
の

質
問

を
行

う
こ

と
が

あ
り

ま
す

。

統
計
法

に
基

づ
く

国

の
統
計

調
査

で
す

。

調
査
票

情
報

の
秘

密

の
保
護

に
万

全
を

期

し
ま
す

。

（
注

）
１

．
の
よ

う
な

枠
内

に
は
，

数
字

を
右

詰
め

で
記

入
し
ま

す
。

例
え
ば

「
3
5
」
は

と
記

入
し
ま

す
。

２
．

該
当
し

な
い

欄
は

空
欄

（
無

記
入
）

と
し

，
「

０
」

は
記

入
し
ま

せ
ん

。

3
5

Ⅶ 調査票
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７７
　　

情情
報報

提提
供供

方方
法法

（（
令令

和和
５５

年年
度度

間間
，，

複複
数数

回回
答答

可可
））

１
　
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
ﾎ
ｰ
ﾑ
ﾍ
ﾟｰ
ｼ
ﾞ,
ﾒ
-
ﾙ
ﾏ
ｶ
ﾞｼ
ﾞﾝ
,ｿ
ｰ
ｼ
ｬ
ﾙ
ﾒ
ﾃ
ﾞｨ
ｱ
）

４
　
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
（
放
送
・
新
聞
等
）

２
　
公
共
広
報
誌

５
　
説
明
会
・
訪
問

３
　
機
関
紙
，
ポ
ス
タ
ー
，
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等

６
　
そ
の
他

８ ８
　　

教教
育育

委委
員員

会会
にに

おお
けけ

るる
社社

会会
教教

育育
関関

連連
事事

業業
のの

実実
施施

状状
況況

及及
びび

補補
助助

団団
体体

数数
（（
令令

和和
５５

年年
度度

間間
））

(１
)

指
導

者
研

修

区
　

　
分

実
施
件
数
(件
)

行
政
職
員
対
象
（
社
会
教
育
主
事
等
）

施
設
職
員
対
象
（
公
民
館
主
事
等
）

有
志
指
導
者
対
象
（
民
間
団
体
等
の
指
導
者
）

（
２

）
諸

集
会

（
３

）
開

設
場

所
別

学
級

・
講

座
数

（
件

数
，

(６
)の

再
掲

）

公
民

館
／

他
の

社
会

教
育

施
設

／

小
・

中
学

校
／

そ
の

他
／

(４
)

民
間

社
会

教
育

事
業

者
と

の

連
携

・
協

力
の

状
況

  
（
(２

)及
び

(６
)の

再
掲

）

(５
)

補
助

団
体

数

営
　
　
利

非
　
営
　
利

区
　
　
分

学
級
・
講
座
（
件
）

諸
集
会
（
件
）

団
体

件件件 件

共
　
　
催

区
　
　
分

実
施
件
数
(件
)

参
加
者
数
（
人
）

主
　
　
催

参
加
者
数
（
人
） Ⅶ
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（
様

式
第

 1
 号

）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㊙
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

※
　

該
当

す
る

項
目

に
数

値
等

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

１１
　　

教教
育育

委委
員員

会会
名名

２２
　　

教教
育育

長長
氏氏

名名
３３

　　
取取

扱扱
者者

氏氏
名名

A

（
℡

－
－

）
※

教
育

委
員

会
で

記
入

し
ま

す
。

８ ８
　　

教教
育育

委委
員員

会会
にに

おお
けけ

るる
社社

会会
教教

育育
関関

連連
事事

業業
のの

実実
施施

状状
況況

及及
びび

補補
助助

団団
体体

数数
（（
令令

和和
５５

年年
度度

間間
））

  
(６

）
 社

会
教

育
学

級
・
講

座

実
　

施
　

件
　

数
（
件

）

0
1

－

0
2

－

0
3

－

0
4

－

0
5

－

0
6

－

0
7

－

0
8

－

0
9

－

1
0

－

1
1

－

1
2

－

1
3

－

1
4

－

1
5

－

1
6

－

1
7

－

1
8

－

1
9

－

2
0

－

2
1

－

2
2

－

2
3

－

2
4

－

2
5

－

2
6

－

2
7

－

2
8

－

2
9

－

3
0

－

3
1

－

3
2

－

学
 級

 生
 数

 及
 び

 受
講

 者
 数

（
人

）

令
 和

 ６
 年

 1
0
 月

 １
 日

 現
 在

統
計

法
に

基
づ

く
基

幹
統

計
調

査

区
　

　
　

　
分

計
（
主

催
・
共

催
）

う
ち

主
催

う
ち

知
事

（
首

長
）

部
局

と
の

共
催

令
 
和

 
６

 
年

 
度

　
 
社

 
会

 
教

 
育

 
調

 
査

文
　

　
　

　
　

部
　

　
　

　
　

科
　

　
　

　
　

学
　

　
　

　
　

省

学 　 習 　 内 　 容 　 区 　 分

青
少

年
対

象
成

人
一

般
対

象
女

性
の

み
対

象
高

齢
者

の
み

対
象

そ
の

他
う
ち

1
7
時

以
降

う
ち

土
・
日

う
ち

託
児

サ
ー

ビ
ス

を
実

施

都
道

府
県

番
号

教
育

委
員

会
番

号

対
　

象
　

別

社社
  
　　

会会
  
　　

教教
  
　　

育育
  
　　

行行
  
　　

政政
  
　　

調調
  
　　

査査
  
　　

票票
　　

（（
３３

－－
２２

））

統
計
法
に
基
づ
く
国

の
統
計
調
査
で
す
。

調
査
票
情
報
の
秘
密

の
保
護
に
万
全
を
期

し
ま
す
。

裏裏
面面

にに
続続

くく

（
注

）
１
．

の
よ

う
な
枠

内
に
は

，
数
字
を

右
詰

め
で

記
入
し

ま
す
。

例
え
ば

「
3
5」

は
と

記
入
し
ま

す
。

２
．

該
当
し

な
い
欄
は

空
欄

（
無

記
入
）

と
し
，
「

０
」

は
記

入
し
ま

せ
ん
。

3
5
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(６
)
社
会
教
育
学
級
・
講
座
（
続
き
）

実
　

施
　

件
　

数
（
件

）

3
3

－

3
4

－

3
5

－

3
6

－

3
7

－

3
8

－

3
9

－

4
0

－

4
1

－

4
2

－

4
3

－

4
4

－

4
5

－

4
6

－

4
7

－

4
8

－

4
9

－

5
0

－

5
1

－

5
2

－

5
3

－

5
4

－

5
5

－

5
6

－

5
7

－

5
8

－

5
9

－

6
0

－

6
1

－

6
2

－

6
3

－

6
4

－

6
5

－

6
6

－

6
7

－

6
8

－

6
9

－

7
0

－

7
1

－

7
2

－

7
3

－

7
4

－

7
5

－

7
6

－

7
7

－

7
8

－

7
9

－

8
0

－

9
9

学 習 内 容 区 分

計

成
人

一
般

対
象

女
性

の
み

対
象

高
齢

者
の

み
対

象
そ

の
他

区
　

　
分

計
（
主

催
・
共

催
）

う
ち

主
催

う
ち

知
事

（
首

長
）

部
局

と
の

共
催

う
ち

1
7
時

以
降

う
ち

土
・
日

う
ち

託
児

サ
ー

ビ
ス

を
実

施

対
　

象
　

別

青
少

年
対

象

学
 級

 生
 数

 及
 び

 受
講

 者
 数

（
人

）
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㊙

B

（
℡

－
－

）
※

教
育

委
員

会
で

記
入

し
ま

す
。

３３
　　
首首
長長
部部
局局
にに
おお
けけ
るる
事事
業業
実実
施施
状状
況況
((令令
和和
５５
年年
度度
間間
））

(１
)
諸
集
会

(２
)
指
導
者
研
修
事
業

(４
)
情
報
提
供
方
法
（
複
数
回
答
可
）

(５
)
学
級
・
講
座
を
実
施
し
た
関
連
施
設
数

実
施

件
数

(件
)

実
施

件
数

件
体

育
施

設
施

設

主
　

　
催

参
加

者
数

人
２

　
公

共
広

報
誌

青
少

年
施

設
施

設

共
　

　
催

３
　

機
関

紙
，

ポ
ス

タ
ー

，
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
等

女
性

関
係

施
設

施
設

(３
)
補
助
団
体
数

団
体

４
　

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

(放
送

・
新

聞
等

)
文

化
会

館
施

設

５
　

説
明

会
・
訪

問
そ

の
他

の
関

連
施

設
施

設

(６
)
学
級
・
講
座

６
　

そ
の

他
　

実
　

施
　

件
　

数
（
件

）

0
1

－

0
2

－

0
3

－

0
4

－

0
5

－

0
6

－

0
7

－

0
8

－

0
9

－

1
0

－

1
1

－

1
2

－

1
3

－

1
4

－

1
5

－

1
6

－

1
7

－

1
8

－

1
9

－

2
0

－

2
1

－

2
2

－

2
3

－

2
4

－

2
5

－

2
6

－

2
7

－

2
8

－

文
　

　
部

　
　

科
　

　
学

　
　

省

令
 
和
 
６
 
年
 
度
　
 
社
 
会
 
教
 
育
 
調
 
査

令
 和

 ６
 年

 1
0
 月
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あ
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あ
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１１．．調調査査のの内内容容にに関関すするるこことと

令和６年度社会教育調査 問合せ先

・兼任職員，非常勤職員の定義とは何ですか？
・時期によって開館時間を変更する場合はどのように記入すれば
よいですか？

？

「令和６年度社会教育調査の手引」を御確認の上，お問い合わせください。

（１）都道府県教育委員会の場合⇒文部科学省

（２）市（区）町村教育委員会の場合 ⇒ 都道府県教育委員会

オオンンラライインン調調査査ヘヘルルププデデススクク にお問合せください。

【【ヘヘルルププデデススクク運運用用期期間間及及びび受受付付時時間間】】

令和６年10月１日（火） ～12月10日（火）
土・日・祝日を除く 8:30～12:00，13:00～18:15

【【連連絡絡先先】】

電話番号：050-3504-1560
E - Mail：mext_onlinehelpdesk@imagination.co.jp

１．調査の内容に関すること

２．政府統計オンライン調査システムに関すること

ヘルプデスクにお問合せの際には，最初に以下のことをお伝えください。

① 調査名 「社会教育調査」

② 都道府県名または市町村名

③ 社会教育行政調査の対象であること

④ 調査対象者ID

・オンライン調査システムにログインする方法が分かりません。
・誤ったメールアドレスを登録してしまいパスワードが初期化できません。
・送信がうまくいきません。
・送信した回答内容を確認することはできますか？
・その他オンライン調査システムに関する質問について。

？

この印刷物は，古紙配合率 70%（100%）再生紙を使用しています。
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